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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ブータン王国の貧困農民支援に係る協力準備調査を実施し、2013

年10月7日から同月13日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ブータン王国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を

実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
平成25年12月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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写真-1：農業機械化センター（AMC） 

1983年に設立され、パロ県のパロに所在している。設

立以来、一貫してブータンの農業政策の農業機械化を

担い、2KRの実施機関としての役割を果たしている。

写真-2：AMCのワークショップ 

耕耘機等の農業機械の故障修理と維持管理を行って

いる。5名の技士（technician）と1名の倉庫管理（store 
keeper）が配置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3：農業機械供給センター（AMSC）のスペア

パーツ 

AMSCはAMCと同じ敷地内に所在しており、主な役

割は農業機械や農器具の調達と販売、農業機械のス

ペアパーツ等の確保と管理及び販売などである。 

写真-4：パロ県パロのコメの収穫 

6月ごろから土地造りが行われ、6～7月に田植えを行

い、収穫時期は9～10月である。パロ県の標高は約

2,300mである。手鎌（sickle）を使い、イネの刈り取

りをしている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5：賃耕サービス（Hiring Service） 

女性農民の依頼により、AMCが保有する刈取機（ノン・

プロジェクト無償資金協力）を使い、コメの収穫を行っ

ている。2013年にパロ県で賃耕サービスが始まった。 

写真-6：耕耘機による運搬 

収穫したイネを束にまとめたのち、農民が耕耘機の

トレーラーにイネを積んで運搬している。耕耘機の

運転には、運転免許証の取得が必要である。  



 

 

略  語  表 
略語 英文 和文 

2KR 
Second Kennedy Round / Grant Aid for the Increase of 
Food Production / Grant Assistance for Underprivileged 
Farmers 

貧困農民支援1 

AMC Agriculture Machinery Center 農業機械化センター 

AMDC Agriculture Machinery Development Center 農業機械開発センター 

AMSC Agriculture Machinery Supply Center 農業機械供給センター 

AMTC Agriculture Machinery Training Center 
農業機械トレーニングセンタ

ー 

CPF Counterpart Fund 見返り資金 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DOA Department of Agriculture 農業局 

FAO Food and Agriculture Organization of the United Nations 国連食糧農業機関 

FMSC Farm Machinery Service Center 

農業機械サービスセンター。農

民 支 援 サ ー ビ ス ユ ニ ッ ト

（FSSU）から名称が変更され

た。 

FOB Free on Board 本船渡し 

FTA Free Trade Agreement 自由貿易協定 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GNH Gross National Happiness 国民総幸福 

GNHC Gross National Happiness Committee 国民総幸福委員会 

GNP Gross National Product 国民総生産 

HDI Human Development Index 人間開発指数 

HP Horsepower 馬力 

IDF Import Declaration Form 輸入申告書 

IFAD International Fund for Agricultural Development 国際農業開発基金 

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 

IQCC Inspection and Quality Control Center 検査・品質管理センター 

                                                        
1 1964年以降の関税引き下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国際的な枠組

みが定められた。わが国では1968年度より食糧援助が開始された。わが国の食糧援助は、ケネディ・ラウンドの略称である

KRと呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は、基本的に開発途上国自らの食糧自給のための自助努力により、解決

されることが重要との観点から、1977年度に新たな枠組みとして食糧増産を設け、農業資機材の供与を開始した。本援助は

食糧援助のKRの呼称に準じ、2KRと呼ばれている。2005年度に食糧増産援助は、貧困農民支援となり、従来の食糧増産に加

え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の調達・配布をめざすこととなったが、本スキームの略称は、引き続

き2KRとなっている。現在の貧困農民支援の英名は“The Food Security Project for Underprivileged Farmers”である。 
 



 

 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JICS Japan International Cooperation System 
財団法人日本国際協力システ

ム 

LIFDC Low-Income Food-Deficit Countries 低所得・食糧不足国 

MOAF Ministry of Agriculture and Forests 農林省 

MOF Ministry of Finance 財務省 

MPI Multidimensional Poverty Index 多次元貧困指数 

NGO Non-Governmental Organizations 非政府組織（民間公益団体） 

NSB National Statistics Bureau 国家統計局 

Nu Ngultrum 
ブータン王国の通貨。ヌルタム

あるいはニュルタムとも呼ば

れる。 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略文書 

RAMC Regional Agriculture Machinery Center 地域農業機械化センター 

RNR Renewable Natural Resources 再生可能天然資源 

SOFI State of Food Insecurity Report 世界の食料不安の現状報告書 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

WB World Bank 世界銀行 

WFP World Food Programme 国連世界食糧計画 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

WTO World Trade Organization 世界貿易機関 

 



 

 

単位換算表 
単位 名称  記号 換算値 
長さ 1meter メートル m 3.281feet=1.094yard 

 1kilometer キロメートル km 0.621miles 
 1mile マイル － 1,760yard=1.609km=5280feet=63,360inches
 1inch インチ in. 2.54cm=0.028yard=0.083feet 
 1foot フィート ft. 0.305m=30.48cm=0.333yard=12inches 
 1yard ヤード yd. 0.914m=3feet=36inches 
     

面積 1m2 平方メートル m2 0.01are=10.764ft2 
 1km2 平方キロメー

トル 
km2

1,000,000m2 

 1are アール a 100m2=1076ft2=0.025acre 
 1square-foot 平方フィート ft2 929cm2=0.093m2=0.001are=0.00002acre 
 1acre エーカー ac 0.405ha=4046.86m2=40.469a=43560ft2 
 1hectare ヘクタール ha 10,000m2=100are=2.471acres 
     

容積 1 liter リットル L 0.220gallon（UK）=0.264gallon（USA） 
 1m3 立方メートル m3 1,000L 
 1basket（Paddy） バスケット 

（コメ） 
－ 20.88kg=46pounds 

 1basket（Groundnuts） バスケット 
（落花生） 

－ 11.4kg 

 1basket（Soybeans） バスケット 
（ダイズ） 

－ 32.7kg 

 1gallon（gal. UK） ガロン（英） gal. 4.546 litter=1.200gallon（USA） 
 1gallon（gal. USA） ガロン（米） gal. 3.785 litter=0.833gallon（UK） 
     

質量 1gram グラム g 0.002pounds 
 1kilogram キログラム kg 1,000g=2.204pounds 
 1pound ポンド lb. 453.592g 
 1ton トン t 1,000kg=2204pounds 
     

仕事率 1horse power（France） 仏馬力 ps 735.50watt=0.986hp 
 1horse power（UK） 英馬力 hp 745.70watt=1.014ps 
 1watt ワット w 0.0014ps 

 
円換算レート（2013年10月時点のレート） 
1USドル=56.97ヌルタム（Ngultrum：Nu）、1USドル=99.95円 
1円=0.57Nu、1Nu=1.76円 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 背景と目的 

 （1）背 景 
国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO）が国際農

業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）と国連世界食糧計画（World 
Food Programme：WFP）と共同で発表している｢世界の食料不安の現状報告書（State of Food 
Insecurity Report：SOFI）｣によると、飢餓人口は2011～13年の間、世界では約8億4,200万人が、

慢性な飢餓に苦しんでいるとしている。 
国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）の｢世界人口白書2012｣では、2012

年の世界人口は70億5,200万人と推計しており、その約12％にあたる約8億4,200万人が飢餓2に

苦しんでいる。これは、世界の飢餓人口が、依然として高い水準にあるといえる。飢餓に苦

しむ人の約7割が途上国の農村部に住む貧しい農民であり、残り2割は途上国の大都市周辺の

貧しい地域に住む人々と推定される。飢餓は自然災害、紛争、及び貧困などによる食料不足

に起因している。 
わが国政府は、｢開発途上国における食料不足の問題は、当該国の自助努力により、解決さ

れることが重要｣との考えから、被援助国政府が食糧増産を行うために必要な、農業生産用資

機材の調達を支援することとしている。そして、1977年度に、無償資金協力事業として、｢食

糧増産援助〔以下、貧困農民支援（Second Kennedy Round：2KR）〕と記す）｣を開始した。 
その後、政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）をとりまく外部環境等の変

化に伴い、農薬の調達を原則廃止し、より詳細な事前調査の実施などを含む2KRの｢見直し」

を2002年12月に発表した。2003年には見返り資金（Counterpart Fund：CPF）の外部監査の導入、

CPFの貧困農民・小規模農民支援への優先使用、四半期に一度の意見交換会の制度化、現地ス

テークホルダーの参加機会の確保が、2KRの実施に必要な新たな条件として加えられた。 
また、2KRの裨益対象が貧困農民・小規模農民であることをより明確にするため、2005年度

から、名称を｢貧困農民支援｣に変更した。 
ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）では、農業は国内総生産（Gross Domestic Product：

GDP）の約17％を占め、農業人口は総人口の59％を占める基幹産業である。しかしながら、

国全体が険しい山岳地帯のため、農家1戸あたりの農業用地は極めて規模が小さく、かつ生産

効率も悪いことから、主要な穀物3の生産量が国内需要を満たしておらず、穀物の食料自給率4

も64％（2011年）にとどまっている。このようななか、農家の子弟の教育機会の増大等によ

り、若者が都市部に流出し、農村部の労働力不足や高齢化が深刻化している。 
かかる背景の下、｢第11次5カ年計画｣（2013～2018年）では、農業セクターの目標として、

社会開発を含む環境に優しい経済、貧困削減、気候変動の持続的管理及び天然資源の開発利

用を挙げている。これらの目標達成のために、食料安全保障、地方農村経済の持続的強化、

農業セクターの成長促進及び天然資源の持続的管理と利用を掲げている。このうち、食料安

                                                        
2 身長に対して妥当とされる最低限の体重を維持し、軽度の活動を行うのに必要なエネルギー（カロリー数）を接収できない

状態。 
3 農作物のうち、種子を食用とするため栽培されるものである。コメ、コムギ、及びトウモロコシは世界3大穀物と呼ばれる。 
4 食料自給率とは、国内の食料消費が、国内の農業生産でどの程度賄えているかを示す指標のこと。自給率ともいう。 
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全保障では農業機械化による農産物生産の向上等が謳われている。 
わが国は1984年よりブータンへ農業機械を供与してきており、同戦略内での農業機械化は、

過去の2KRにより導入された農業機械を中心に構想されている。 
このような背景の下、2013年6月にブータンよりわが国に対して、農業生産性の向上による

食料安全保障の確立を目的とした、農業投入財等の調達に必要な資金の供与である2KRが要請

された。 
 
 （2）目 的 

本調査は、ブータンに対する2013（平成25）年度2KRの実施可否を検討するうえで必要とな

る情報・資料を収集し、要請内容の必要性と妥当性を検討し、かつ概算事業費の積算を行う

ことを目的として実施した。 
 
１－２ 体制と手法 

 （1）調査実施手法 
本調査は、国内の事前準備作業、現地調査、及び帰国後の取りまとめから構成される。 
事前準備では、現地調査でのブータン政府と協議すべき事項を確認し、関係者への聞き取

り事項をまとめた質問状及びインセプションレポートを作成した。 
現地調査では、ブータン政府関係者との協議並びに資機材配布機関、農家及び農業機械の

販売業者等に対する聞き取りを含めた現地調査と資料収集を行った。また、CPFの積立状況、

モニタリング・評価体制、ブータンにおける2KRのニーズと実施体制を確認するとともに、2KR
に対する関係者の評価を聴取した。 

帰国後の国内解析では、現地調査の結果から、要請資機材の内容（品目、仕様、数量、活

用計画等）について分析を行った。 
 
 （2）調査事項 

現地調査における主な調査事項は次のとおり。 
1）実績（過去案件の実施状況）：前回/直近の調査報告書以降の以下の進捗/現状を確認 
① 裨益作物 
② 裨益対象地域及び裨益グループ 
③ 最終調達品目及び数量 
④ 調達先（国） 
⑤ 実施機関 
⑥ 配布・販売方法・活用結果 
⑦ 技術支援結果 
⑧ CPF積立状況（活用状況） 
⑨ モニタリング方法・評価結果 
⑩ 不正防止 

2）要請内容及びその妥当性 
① 対象作物 
② 対象地域及びターゲットグループ 
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③ 要請品目・要請数量 
④ 調達先国 

3）実施体制及びその妥当性 
① 実施機関 
② 配布・販売方法・活用計画 
③ 貧困農民・小規模農民への配布・裨益 
④ 技術支援の必要性 
⑤ CPFの積立状況 
⑥ モニタリング・評価体制 
⑦ 不正防止 

 
 （3）調査団構成 

本準備調査団の構成は表1-1に示すとおりである。 
 

表１－１ 調査団構成 

# 氏名 担当分野 所属 期間 

1 朝熊 由美子 団長/総括 独立行政法人国際協力機構（JICA） 
ブータン事務所長 

2013年 
10月7～13日

2 松縄 孝太郎 貧困農民支援・資機材計画 株式会社日本開発サービス 
調査部 主任研究員 

2013年 
10月7～13日

 
 （4）調査日程 

本準備調査団の調査日程は表1-2に示すとおり。 
 

表１－２ 調査日程 

 朝熊 由美子 松縄 孝太郎 

 
月日 曜

日 団長/総括 貧困農民支援 
滞在地 

1 10月 7日 月  00：20羽田発→4：50バンコク着→

6：50バンコク発→10：15パロ着、

移動：パロ→ティンプー 
14：00パロのAMCを訪問し協議 
移動：パロ→ティンプー 

ティンプー

2 10月 8日 火  
 
 
 
 
16：00JICAブータン事務所

打合せ 

9：00農業機械の代理店調査 
移動：ティンプー→パロ 
11：00パロの農業機械のデモンスト

レーション視察 
12：00パロのAMCを訪問し協議 
移動：パロ→ティンプー 
16：00JICAブータン事務所打合せ 

ティンプー
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3 10月 9日 水  

10：00DOAを表敬 
9：00レンタカー会社への見積依頼 
10：00DOAを表敬 
11：00AMCと協議 

ティンプー

4 10月10日 木  
 
 
16：00団内打合せ 

9：30GNHCとMOFを表敬・協議 
11：00AMCと協議 
14：00MOAFとAMCとミニッツ協議 
16：00団内打合せ 

ティンプー

5 10月11日 金 10：00団内打合せ 
15：00ミニッツ署名 
16：00JICAブータン事務所

への報告 

同左 ティンプー

6 10月12日 土  移動：ティンプー→パロ 
11：00パロのイネ刈りの視察 
17：10パロ発→21：10バンコク着→

23：50バンコク発→ 

ティンプー

7 10月13日 日  →8：10成田着 ― 

AMC：農業機械センター（Agriculture Machinery Center）、DOA：農業局（Department of Agriculture）、MOAF：農林省（Ministry 
of Agriculture and Forests）、MOF：財務省（Ministry of Finance）、GNHC：国民総幸福委員会（Gross National Happiness Committee） 

 
 （5）面談者リスト 

主な面談者は以下のとおり。 
 

1）JICAブータン事務所 

面談者 役職 

砂田 雅則 企画調査員 

Mr. Kinley Dorji Senior Program Officer 

 
2）農林省（MOAF） 

面談者 役職、部署 

Mr. Lyonpo Yeshey Dorji Minister 

Mr. Tenzin Dhendup Director General, Department of Agriculture 

Mr. Tenzin Chief Engineer, Department of Agriculture 

Mr. Tshering Tobgay District Agriculture Officer, Wangdue Phodrang 

 
3）農業機械化センター（AMC） 

面談者 役職 

Mr. Karma Thinley Programme Director 

Ms. Sonam Pem Agriculture Engineer 

Mr. Tenzin Wangdi Assistant Agriculture Engineer 
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4）財務省（MOF） 

面談者 役職、部署 

Mr. Lekzang Dorji Director, Department of National Budget 

Mr. Tara Nidhi C. Sharma 
Head, Budget Management Division, Department of National 
Budget 

 
5）国民総幸福委員会（GNHC） 

面談者 役職、部署 

Ms. Kunzang L. Sangay 
Senior Programme Coordinator, Department of Cooperatives 
Divsion 

 
6）農業機械の代理店 

面談者 役職、企業名 

Mrs. Sonam Sonam Wangchuk Drongphen Dealer 

 
7）その他 

面談者 役職、企業 

Mr. Jigme Thinley Managing Director, Bhutan Car Rental Service 

Ms. Tandin Wangmo Manager, Dungsam Rental Services 

Mr. Phuntsho Ugyel Proprietor, Tendrel Car Rentals 
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第２章 当該国における農業セクターの概況 
 
２－１ 農業セクターの現状と課題 

 （1）ブータン経済における農業セクターの位置づけ 
1）農業従事者数 

ブータンの農業統計（Bhutan RNR Statistics 2012）によると、ブータンにおける2012年の

総人口は約71万3,000人であり、そのうち、農業人口は総人口の60.2％（約42万9,000人）を

占めている。農業セクターはブータンの基幹産業となっている。ブータンの総人口と農業

人口を表2-1にまとめた。 
 

表２－１ 農業人口 

 2008年*1 2009年*2 2010年*3 2011年*4 2012年*5 

総人口 671,083 683,407 695,822 708,265 713,300

農業人口の割合 66.6％ 66.6％ 60％以上 59.4％ 60.2％

農業人口 446,941 455,149 42万以上 420,709 429,407
出典：*1：Statistical Yearbook Bhutan 2009、*2：Statistical Yearbook Bhutan 2010、*3：Statistical Yearbook Bhutan 2011、 

*4：Bhutan RNR Statistics 2011、*5：Bhutan RNR Statistics 2012） 
表中の農業人口は総人口に対する農業人口の割合から算出した。 

 
2）国内総生産（GDP）における農業セクターの位置づけ 

世界銀行によると、ブータンの2013年の現行価格（current prices）で評価したGDPは約17
億8,000万USドル（約1,779億円）であり、2009年以降の同国のGDP成長率は約7～9％で推移

している。2008年の1人当たりのGDPは1,817USドル（約18万1,609円）であったが、2010年
に2,211USドル（約22万990円）を超えて、2012年には2,399USドル（約23万9,780円）と順調

な伸びをみせている。ブータンのGDPの推移を表2-2にまとめた。（換算レート：1USドル

=99.95円） 
 

表２－２ ブータンのGDPの推移 

 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 

GDP 1,257 1,265 1,585 1,834 1,780

GDP成長率 4.7％ 6.7％ 11.7％ 8.5％ 9.4％

1人当たりのGDP（USドル） 1,817 1,795 2,211 2,514 2,399
出典：World Bank, Indicators 2013 
GDP：100万USドル 

 
｢農業センサス5｣によると、ブータンは、人口の69％が地方に居住しており、彼らの多く

が農業、畜産業または林業で生計を立てている。農業セクターはブータンの基幹産業とし

                                                        
5 RNR Census 2009：Policy and Planning Division, Ministry of Agriculture and Forests, August 2010 
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て、GDPの成長に大いに貢献している。｢国家財務統計6｣を基に、ブータンの産業セクター

別GDPの占有率を表2-3にまとめた。 
 

表２－３ 産業セクター別GDPの占有率 

産業セクター 2008年 2009年 2010年 2011年 主な構成 

第一次産業（％） 20.71 20.50 19.03 18.00 農業、鉱業 

第二次産業（％） 40.88 39.70 40.55 38.41
製造業、電力、水道、

建設業 

第三次産業（％） 38.41 39.80 40.42 43.59
ホテル、運輸、商業、

金融業 

GDP合計（％） 100 100 100 100 － 
出典：National Accounts Statistics 2012、国家統計局（National Statistics Bureau：NSB） 

 
表2-3から、農業と鉱業を含む第一次産業のGDPに占める割合は、2008年の20.71％から、

2011年の18％へと緩やかな下降傾向をたどっている。第二次産業と第三次産業は、いずれ

もGDPの約4割を占めており、第三次産業は、2008年の38.41％から、2011年の43.59％へと

伸長をみせている。 
基準年価格7（constant prices）で評価したブータンの産業セクター別GDPを表2-4にまとめ

た。 
 

表２－４ 産業セクター別GDPの推移 

産業セクター 2008年 2009年 2010年 2011年 

農業 6,290.71 6,457.95 6,477.57 6,577.52

農業 2,997.03 3,064.31 3,100.22 3,114.7

畜産業 1,821.39 1,864.22 1,883.57 1,925.3

林業 1,472.29 1,529.42 1,493.77 1,538

鉱業 780.20 726.30 788.11 978.72

製造業 3,349.42 3,579.87 4,302.40 4,616.41

エネルギー（電力、水道） 9,110.23 8,893.10 9,389.38 8,872

建設業 4,009.56 4,672.21 5,635.11 6,464

商業 1,992.65 2,116.32 2,540.00 3,028

ホテル、レストラン業 384.46 334.85 347.81 491

運輸・通信業 3,247.09 3,546.78 3,941.97 4,790

金融・保険業 3,447.20 3,661.04 3,973.09 4,840.85

社会サービス（行政、医療・教育） 4,160.84 5,350.23 6,047.34 6,279.14

                                                        
6 National Accounts Statistics, 2012：National Statistics Bureau, September 2012 
7 実質GDPともいう。 
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民間社会娯楽サービス 187.28 190.88 194.81 209.58

間接税など 1,128.36 1,121.11 1,797.09 2,112.66

GDP 38,087.98 40,650.64 45,397.66 49,259.31
出典：National Accounts Statistics 2012, NSB 
通貨単位：100万NU 

 
次に、現行価格8（current prices）で評価したブータンの産業セクター別GDPの占有率と成

長率を表2-5と図2-1にまとめた。ブータンの産業セクターは農業、エネルギー、鉱業、製造

業、建設業などから構成されているが、表2-5に示すように、農業生産はGDPの15.7％を占

め、建設業の16.3％に次いで第2位となっている。 
 

表２－５ 産業セクター別GDPの占有率と成長率の推移 

産業セクター 
2008年 2009年 2010年 2011年 

占有率 成長率 占有率 成長率 占有率 成長率 占有率 成長率

農業 18.4 9.1 18.2 10.7 16.8 9.1 15.7 10.5

農業 9.3 15.6 9.3 12.0 9.0 15.2 8.8 14.7

畜産業 4.8 3.7 4.7 10.3 4.3 7.4 3.8 4.2

林業 4.4 2.9 4.2 8.5 3.5 -2.2 3.2 7.6

鉱業 2.3 40.6 2.3 11.2 2.2 16.2 2.3 20.1

製造業 8.4 13.9 8.2 9.2 8.7 26.1 8.2 11.4

エネルギー（電力、水

道） 
21.1 14.3 19.3 2.6 17.6 8.0 13.9 -6.7

建設業 11.4 -7.8 12.2 19.5 14.2 38.0 16.3 35.0

商業 4.9 7.9 4.8 8.9 5.2 27.8 5.4 23.7

ホテル、レストラン業 1.0 54.6 0.9 -5.5 0.8 13.1 1.1 56.0

運輸・通信業 9.8 20.1 9.8 11.6 9.6 15.9 11.1 36.7

金融・保険業 8.4 11.5 8.1 8.4 7.7 11.8 8.2 26.4

社会サービス（行政、

医療・教育） 
10.8 11.7 13.0 9.2 12.8 16.3 12.8 18.1

民間社会娯楽サービス 0.5 10.7 0.5 3.2 0.4 7.8 0.4 19.0

間接税など 2.9 11.8 2.8 5.7 4.0 69.8 4.6 35.5

GDP 100 10.6 100 11.9 100 18.4 100 18.1
出典：National Accounts Statistics 2012, NSB 
単位：％ 

                                                        
8 名目GDPともいう。 
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図２－１ 産業セクター別GDPの占有率（2012年） 

 
3）行政区分 

ブータンの｢統計年鑑9｣によると、同国の行政組織は、MOAF、NOF、外務省、保健省、

教育省、建設省などの中央政府並びに20の県〔ゾンカク（Dzongkhag）〕、205の郡〔ゲオク

（Gewog）〕及び1,044の村（Chiwogs）からなる地方行政組織により構成されている。ブー

タンの地方行政区分を表2-6にまとめた。 
 

表２－６ 地方行政区分 

# 地域 
県名 

郡数 村数 
面積 

（km2） 
人口 

（2011年）英語 参考和訳 

 中央東部   29 146  

1  Bumthang ブムタン  2,667 14,100

2  Sarpang サルパン  1,655 44,400

3  Trongsa トンサ  1,814 17,600

4  Zhemgang シェムガン  2,416 20,800

 東部   70 361  

5  Lhuentse ルンツェ  2,851 16,400

6  Mongar モンガル  1,940 41,200

7  Pemagatshel ペマガツェル  1,022 25,700

8  
Samdrup 
Jongkhar 

サ ン ド ゥ ル ッ

プ・ジョンカール
 1,877 36,600

9  Trashigang タシガン  2,198 46,800

10  Trashiyangtse タシ・ヤンツェ  1,447 14,100

 

                                                        
9 Statistical Yearbook of Bhutan 2012, NSB 
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 中央西部   56 282  

11  Dagana ダガナ  1,713 25,300

12  Gasa ガサ  2,951 3,500

13  Punakha プナカ  1,110 26,100

14  Tsirang チラン  638 24,300

15  Wandue Phodrang ワンデュ・ポダン  3,977 40,200

 西部   50 255  

16  Chhukha チュカ  1,880 66,300

17  Ha ハ  1,905 12,700

18  Paro パロ  1,287 44,100

19  Samtse サムチ  1,256 58,323

20  Thimphu ティンプー  1,792 106,200

 合計 20  205 1,044 38,394 713,500
出典：Bhutan RNR Statistics 2012, Policy and Planning Division, MOAF 

 
 （2）自然環境条件 

1）自 然 
ブータンは、ヒマラヤ山脈の東端に位置する内陸国である。国土は、西から南をまわっ

て東まではインドと国境を接し、北を中国のチベット自治区と国境を接している。国土は

海抜約160～7,000mを超える標高をもち、そのほとんどが山岳である。国土面積は3万
8,394km2（九州とほぼ同じ）で、人口は約71万人（Bhutan RNR Statistics 2012）である。 

国土は内陸ヒマラヤ地域（the Inner Himalayas）、大ヒマラヤ地域（the greater Himalayas）、
及び山麓ヒマラヤ地域（the Sub-Himalayan Foothills）の3つに区分される。内陸ヒマラヤ地

域は、2,000～4,000mの標高が約70kmに及ぶ。大ヒマラヤ地域は標高4,000mを超えており、

約30km幅で続いている。山麓ヒマラヤ地域は海抜約150～2,000mの標高が約50kmに及ぶ。 
2）気 候 

ブータンは気候的にはモンスーン気候帯に属するが、亜熱帯（Sub-tropical zone）、温帯（the 
temperate zone）、及び高山帯（the Alpine zone）の3つに大きく区分できる。農業気候区分は

6つに区分され、その内容を表2-7にまとめた。 
 

表２－７ 農業気候区分の標高、降雨量、気温 

 農業気候区分 
Agro-Ecological Zone 

標高 
（m） 

年間降雨量

（mm） 
平均気温

（℃）
県名 

1 
高山帯 
Alpine 

3,600～4,600 <650 5.5 
ガサ、ブムタンの一部、ティンプ

ー、ワンデュ・ポダン、パロ、タ

シガン、タシ・ヤンツェ 
2 寒冷温帯 

Cool Temperature 
2,600～3,600 650～850 9.9 

ブムタン、ハ、ティンプーの一部、

ワンデュ・ポダン 
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3 温暖温帯 
Warm Temperature 

1,800～2,600 650～850 12.5 
パロ、ティンプー、トンサの一部、

シェムガン 
4 

乾燥亜熱帯 
Dry Subtropical 

1,200～1,800 850～1,200 17.2 
プナカ、ワンデュ・ポダン、トン

サ、ルンツェ、タシガン、タシ・

ヤンツェ、モンガル 
5 多湿亜熱帯 

Humid Subtropical 
600～1,200 1,200～2,500 19.5 

サムチ、チラン、シェムガン、チ

ュカ、ペマガツェル 
6 湿潤亜熱帯 

Wet Subtropical 
150～600 2,500～5,500 23.6 

サンドゥルップ・ジョンカール、

サルパン、ダガナ 
出典：RNR Sector Tenth Plan 2008-2013, MOA 

 
ブータンは雨期と乾期があり、雨期は6～8月ごろ、その他は乾期に区分されている。ブ

ータンのパロとワンデュ・ポダンの平均気温と平均降水量などを表2-8と表2-9にまとめた。 
 

表２－８ パロの平均気温と平均降水量 

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均最高気温（℃） 12.3 14.0 17.3 20.0 22.5 24.3 25.1 25.0 23.5 19.9 15.9 13.0

平均最低気温（℃） 1.5 3.3 6.1 9.5 12.5 14.8 16.9 16.5 14.8 10.8 6.1 2.6

降水量（mm） 12.0 11.9 23.1 28.7 49.4 99.6 142.7 128.7 99.7 72.9 17.9 8.0

降雨日数（日） 2 7 4 8 11 16 21 20 16 6 3 3
出典：World Weather Information Service, World Meteorological Organization 
データは1995～2005年の平均値 

 
表２－９ ワンデュ・ポダンの平均気温と平均降水量 

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均最高気温（℃） 17.4 18.8 22.4 25.3 27.3 28.6 27.6 28.0 27.5 25.8 22.9 19.6

平均最低気温（℃） 5.5 7.8 10.9 13.8 17.2 19.8 20.5 20.3 19.5 15.9 10.1 6.4

降水量（mm） 12.1 14.2 21.7 52.4 59.5 141.6 168.7 147.7 100.9 62.9 12.6 4.9

降雨日数（日） 2 3 5 9 11 15 20 18 14 6 1 1
出典：World Weather Information Service, World Meteorological Organization 
データは1990～2005年の平均値 

 
 （3）土地利用状況 

1）農業用地 
FAOの統計によると、ブータンの国土面積は約384万haであり、国土面積の約85％を森林

が占めている。また、農業用地は約52万haであり、国土面積のわずか約14％しかなく、そ

のなかに、永年牧草・放牧地が約41万haあり、農業用地の約78％を占めている。ブータン

は山岳国で、急傾斜地や岩だらけの大地が多く、更に標高に起因する植物の生育限界の制

約、森林保全への優先的配慮等を考えれば、農業生産に適した土地は相当に限定される。 
ブータンの可耕地面積（Arable land）は2007年までは約13万haあったが、2008年以降は約

7～9万haとなり、極端に減少している。AMCの説明によれば、可耕地面積は、民間企業に
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よる農業用地の買収や開発等により、減少傾向にあるとのことであった。 
ただし、2008年の7万1,000haと2009年の7万5,000haの数字は、2007年の約13万haと比較し

て極端に減少していることから、データに対して疑義があるとの認識であった。ブータン

の土地利用状況の推移を表2-10にまとめた。 
 

表２－10 ブータンの土地利用状況 

 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 

 面積 
（1,000ha）

割合

（％） 
面積 

（1,000ha）
割合

（％）

面積 
（1,000ha）

割合

（％）

面積 
（1,000ha）

割合

（％） 
面積 

（1,000ha）
割合

（％）

陸地*1 3,839.4  3,839.4 3,839.4 3,839.4  3,839.4

内水面*2 －  － － －  －

国土 3,839.4  3,839.4 3,839.4 3,839.4  3,839.4

農業用地*3 562.0 14.6 502.0 13.1 507.0 13.2 520.0 13.5 520.0 13.5

可耕地*4 127.0 3.3 71.0 1.8 75.0 2.0 95.7 2.5 95.4 2.5

永年作物地*5 28.0 5.0 24.0 4.8 25.0 4.9 17.3 3.3 17.6 3.4

永年牧草・放牧地*6 407.0 72.4 407.0 81.0 407.0 80.3 407.0 78.3 407.0 78.3

灌漑地 28.0 0.7 29.0 0.8 30.0 0.8 31.9 0.8 32.0 0.8

森林 3,216.6 83.8 3,227.4 84.0 3,238.2 84.3 3,249.0 84.6 3,259.8 84.9

その他*7 60.8 1.6 110 2.9 94.2 2.5 70.4 1.8 60.0 1.6
出典：FAOSTAT, Resources-Land 2013 
*1：内水面を除いた土地、*2：主要な河川、湖沼で占有された水域、*3：耕地、永年作物地、及び永年牧草・放牧地を合算した

面積、*4：短年性作物の収穫が行われている土地（二毛作の土地は重複計算をしない）、採草または放牧のための牧草地、家庭

菜園、及び一時的休閑地（5年未満）を含む、*5：カカオやコーヒーなど、数年は植え替える必要のない永年性作物を長期間に

わたり栽培・収穫している土地、及びバラやジャスミンなど栽培している果樹園などの土地を含む、*6：永年牧草・放牧地と

して管理されていない自然の牧草・放牧地、*7：農地と森林に分類されない土地、－：データなし。 
国土面積との比率（農業用地、灌漑地、森林、その他）、農業用地との比率（可耕地、永年作物地、永年牧草・放牧地）。 

 
2）穀物栽培の土地区分 

ブータンの｢農業センサス（RNR Census 2009）｣によると、穀物を栽培する土地は3つに

区分されている。その内訳は水田（Wet Land）、畑作地（Dry Land）及び果樹園（Cash Crop 
Land）である。水田は、灌漑施設の有無にかかわらず棚田の構造をもつ圃場10と定義されて

いる。畑作地は灌漑施設のない穀物の栽培地と定義されており、天水に依存した農業を意

味している。果樹園は果樹の栽培地と定義されている。 
ブータンの農業における県別の土地利用状況を表2-11にまとめた。表中の比率は、県別の

合計の耕地面積に対して、水田、畑作地及び果樹園の耕地面積の比率を示した。 
 

                                                        
10 作物を栽培する田畑をいう。 
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表２－11 県別の土地利用状況（2010年） 

県名 
水田 比率 畑作地 比率 果樹園 比率 合計 比率

ha ％ ha ％ ha ％ ha ％ 

ブムタン 24.7 0.8 2,883.8 98.8 11.5 0.4 2,920.0 100

チュカ 1,799.2 19.5 5,119.2 55.4 2,322.7 25.1 9,241.1 100

ダガナ 1,492.8 19.8 4,588.4 60.9 1,455.5 19.3 7,536.7 100

ガサ 143.6 27.1 386.3 72.9 －  529.9 100

ハ 88.5 3.2 2,067.8 74.3 624.6 22.5 2,780.9 100

ルンツェ 1,575.6 26.7 4,328.7 73.3 0.9 0.0 5,905.2 100

モンガル 431.7 7.5 5,304.4 92.4 3.2 0.1 5,739.3 100

パロ 1,753.0 27.6 3,561.6 56.2 1,025.6 16.2 6,340.2 100

ペマガツェル 302.3 5.8 4,333.4 82.4 620.4 11.8 5,256.1 100

プナカ 5,074.3 94.8 262.0 4.9 16.7 0.3 5,353.0 100
サンドゥルップ・

ジョンカール 
1,147.7 14.1 6,732.4 82.8 249.2 3.1 8,129.3 100

サムチ 5,682.4 32.7 8,150.5 46.9 3,533.4 20.3 17,366.3 100

サルパン 2,087.6 31.4 3,472.7 52.2 1,092.5 16.4 6,652.8 100

ティンプー 458.3 20.2 913.6 40.2 902.1 39.7 2,274.0 100

タシガン 1,448.5 22.6 4,974.4 77.4 －  6,422.9 100

タシ・ヤンツェ 949.3 31.0 2,110.6 69.0 －  3,059.9 100

トンサ 1,082.3 47.3 1,204.9 52.7 －  2,287.2 100

チラン 1,527.1 32.4 2,867.4 60.9 314.4 6.7 4,708.9 100

ワンデュ・ポダン 4,202.3 70.7 1,742.0 29.3 0.1 0.0 5,944.4 100

シェムガン 639.6 15.6 3,250.7 79.3 211.2 5.1 4,101.5 100

全国 31,910.8 28.4 68,254.8 60.6 12,384.0 11.0 112,549.6 100
出典：Statistical Yearbook of Bhutan 2012, NSB 
－：データなし 

 
上記の表2-11から、2010年のブータンの全国の耕地面積は約11万2,000haである。そのな

かで、水田が約3万2,000ha（約28％）を占め、畑作地が約6万8,000ha（約61％）を占め、そ

して、果樹園が約1万2,000ha（約11％）を占めている。 
表2-11の比率から、水田の耕地面積が25％以上を占める県は、そうでない県と比較して、

平坦で傾斜の緩い土地が多く、結果として棚田が多いと考えられる。 
また、畑作地の耕地面積が75％以上を占める県は、急峻な傾斜地や、緩慢な傾斜地に沿

って天水農業に依存した畑作地が多いと考えられる。 
果樹園の比率が20％以上を占める県として、ティンプー県、チュカ県、ハ県、及びサム

チ県を挙げることができる。チュカ県とサムチ県は標高が1,000m以下であり、ティンプー

県とハ県は標高が2,000mを超えていることから、生育に適する果樹の種類が異なると考え
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られる。 
耕耘機などの農業機械による土地造りなどを行う場合、平坦で傾斜の緩い土地の方が農

業機械を使いやすいことから、農業機械化の普及に適しているといえる。 
3）土地造りの状況 

農作業は①土地造り（耕起、整地、代かき等）、②作物の植付け（播種、移植）、③作物

の育成（水や施肥）、④作物の管理（防除、除草等）、⑤収穫（調整、搬送等）に大別され

る。 
土地造りは、荒起し（耕起）と砕土均平作業などで、耕起は鍬やプラウ11などで土を耕す

などの作業をいい、砕土均平作業は、ハロー12などを使い、大きな土塊を細かく砕き、表層

を均平にし、刈り株や雑草を土中にすき込んで、農作物13の作付けを簡単にすることをいう。 
主要穀物のコメ、コムギ、及びトウモロコシの栽培カレンダーの例を表2-12にまとめた。 

 
表２－12 主要穀物の栽培カレンダー 

農作業 コメ コムギ トウモロコシ 

土地造り 6～7月 2～3月 2～3月 

植付け 6～7月 3～4月 3～4月 

施肥 6月ごろ（田植え前）に2回 － 5～6月 

除草 7～8月ごろに1回 － 4～5月 

農薬散布 ほとんどしない － － 

収穫 9～10月 8～9月 8～9月 
出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
土地造りの方法は、人力による耕起以外に、ウシなどの家畜を使った耕起14や、トラクタ

ーや耕耘機などの農業機械を使う方法がある。ブータンの土地造りの方法について、各県

の農家の割合を表2-13にまとめた。 
全国平均では、耕起などの土地造りは約90％が牛耕によるもので、各県で広く行われて

いる。牛耕が50％以下の県はブムタンとパロの2県にとどまっている。 
牛耕と耕耘機などの農業機械を組み合わせた耕起は、県別にばらつきがあり、導入され

ているのは全国平均で約10％にすぎない。特に、ブムタンとパロの2県は、牛耕と耕耘機な

どによる耕起の割合が50％を超えている。 
人による耕起は、全国平均では約1％と少ないが、ティンプー県やペマガツェル県は5％

を超えている。 
 

                                                        
11 プラウ（plough）は、耕起を行う農機具、あるいはトラクターに付属する作業機をいう。 
12 ハロー（harrow）は、土塊を細かく砕くために用いられる砕土用の作業機で、トラクターなどに付属する。 
13 田畑で作られる穀物や野菜などで、畜産物を含まない。 
14 畜耕ともいう。特にウシを使った耕起を牛耕と呼ばれる。 
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表２－13 ブータンの土地造りの方法 

県名 牛耕 耕耘機/他の機械 牛耕/耕耘機 人力 

ブムタン 43.40 40.90 14.30 1.40

チュカ 98.64 0.75 0.62 0.00

ダガナ 99.04 0.76 0.17 0.03

ガサ 64.53 30.49 4.27 0.72

ハ 82.73 7.23 4.27 4.32

ルンツェ 96.44 2.23 1.21 0.12

モンガル 98.05 0.86 1.05 0.04

パロ 44.67 44.03 9.60 1.71

ペマガツェル 89.71 3.60 1.25 5.44

プナカ 60.11 33.35 6.50 0.05

サンドゥルップ・ジョンカール 98.62 0.86 0.22 0.31

サムチ 99.36 0.49 0.12 0.03

サルパン 92.44 3.61 3.72 0.23

ティンプー 64.97 23.57 4.43 7.03

タシガン 96.24 1.63 1.15 0.96

タシ・ヤンツェ 96.69 0.96 0.92 1.43

トンサ 88.54 4.62 5.05 1.40

チラン 98.55 1.00 0.17 0.28

ワンデュ・ポダン 61.02 32.47 4.11 2.40

シェムガン 93.29 3.09 3.03 0.59

全国平均 89.22 7.52 2.26 0.99
出典：RNR Census 2009, Policy and Planning Division 
単位：％ 

 
 （4）食料事情 

1）ブータンの農業 
ブータンは国土の多くが標高2,000mを超える山岳地帯であり、その斜面では農家が散在

した集落を形成し、周囲を開墾して農地とし、厳しい自然条件のなかで伝統的手法による

穀物、野菜等の栽培や家畜の飼育で生計を立てている。 
ブータンの農業は、GDPの約16％を占めており、農業従事者は約60％を占めている。こ

のことから、農業セクターはブータンの基幹産業であるといえる。 
ブータンでは、穀物を栽培する土地は水田、畑作地及び果樹園の3つに区分されている。

水田は稲作が中心で、コメ、コムギ、トウモロコシなどの穀物は水田と畑作地の両方で栽

培されている。畑作地は水田に比較して、険しい傾斜地に設けられているのが特徴で、ト
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ウモロコシ、コムギ、ソバ、ミレットなどの穀物のほかに、園芸作物などが栽培されてい

る。果樹園ではリンゴ、オレンジ、クルミ、プラム、ナシ、モモなどの果樹が栽培されて

いる。 
ブータンでは、穀物はコメとトウモロコシの二大穀物のほかに、コムギ、オオムギ、ソ

バ、ミレットなどが含まれる。園芸作物は野菜（ジャガイモ、キャベツ、ニンジン、ダイ

コン、トマト等）、マメ類（リョクトウ、エンドウマメ等）、スパイス（カルダモン、トウ

ガラシ、ショウガ等）、油糧種子（ナタネ、ダイズ、ゴマ等）と果樹に分類されている。ブ

ータンの主な農産物15の生産量を表2-14に示した。 
 

表２－14 主な農産物の生産量 

農産物 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

コメ 54,324 67,982 72,513 74,432 77,391 66,393 71,637 78,730

トウモロコシ 88,231 93,968 80,079 84,729 69,252 61,158 57,663 79,826

ジャガイモ 47,402 53,568 62,960 63,743 54,600 48,513 44,014 52,126

コムギ 4,191 11,306 9,100 8,879 5,828 4,481 4,873 6,266

オレンジ 36,000 38,831 39,846 40,000 25,000 42,112 52,621 60,993

牛乳 42,764 43,460 42,405 43,591 44,899 38,807 38,807 38,550

生鮮野菜*1 2,729 3,024 3,377 3,610 3,665 4,139 4,983 3,680

リンゴ 5,917 10,421 7,407 7,076 5,038 6,523 17,337 20,752

ショウガ 6,225 6,901 7,571 9,870 7,600 3,766 4,074 4,533

乾燥唐辛子 4,454 10,447 10,500 10,700 10,781 13,300 10,300 12,169

生唐辛子 4,443 4,500 11,606 8,368 7,640 10,448 6,696 8,121

牛肉 5,100 5,100- 5,100 5,100 5,100 5,100 5,100 5,100

ミレット 2,369 6,753 8,923 8,879 5,172 4,219 4,066 7,064

イモ類 29,773 25,600 26,400 26,728 22,894 25,000 25,000 25,139

ユズ 31,915 31,000 27,802 32,319 13,775 14,295 14,300 20,000
出典：FAOSTAT, Production 2013 
単位：メトリックトン（=1,000kg）、*1：ダイコン、ビート、セロリ、パセリなど 

 
2）主要穀物の単位収量（単収） 

ブータンのコメの単位面積（1 ha）当たりの収穫量（単位収量）は、約3.5t/ha（2012年）

であり、これは日本の約5.4t/ha、スリランカの約3.9t/haと比較して少ないといえる。コメ、

コムギ及びトウモロコシの主要穀物の単位収量（以下、「単収」と記す）について、インド

やネパールなどの南アジアの諸国と比較したものを表2-15にまとめた。 
 

                                                        
15 農業による生産物を指し畜産物を含む。 
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表２－15 主要穀物の単収の比較 

国名 穀物 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

インド コメ 3,154 3,176 3,292 3,267 3,189 3,383 3,591 3,591

 コムギ 2,602 2,619 2,708 2,802 2,907 2,839 2,989 3,173

 トウモロコシ 1,938 1,912 2,335 2,415 2,002 1,958 2,498 2,507

ネパール コメ 2,782 2,717 2,557 2,775 2,907 2,716 2,981 3,312

 コムギ 2,134 2,074 2,156 2,225 1,934 2,129 2,275 2,412

 トウモロコシ 2,019 2,038 2,091 2,159 2,205 2,119 2,281 2,501

ブータン コメ 2,690 2,746 2,704 3,998 2,799 3,140 3,264 3,480

 コムギ 1,275 1,348 1,292 1,766 1,437 2,164 2,669 2,143

 トウモロコシ 3,061 2,648 2,182 2,446 2,141 2,318 2,805 2,300

パキスタン コメ 3,174 3,161 3,318 3,520 3,581 3,059 3,576 3,482

 コムギ 2,586 2,519 2,716 2,451 2,657 2,553 2,833 2,714

 トウモロコシ 2,984 3,036 3,427 3,415 3,488 3,806 3,943 3,886

スリランカ コメ 3,547 3,671 3,834 3,680 3,737 4,056 3,551 3,885

 コムギ － － － － － － － －

 トウモロコシ 1,471 1,485 1,651 2,634 2,600 2,806 2,727 3,717

バングラデシュ コメ 3,781 3,854 4,083 4,144 4,203 4,279 4,219 2,923

 コムギ 1,748 1,534 1,847 2,175 2,152 2,396 2,601 2,575

 トウモロコシ 5,331 5,300 5,981 6,017 5,683 5,838 6,151 6,000

日本 コメ 6,648 6,336 6,511 6,779 6,521 6,511 5,331 5,391

 コムギ 4,097 3,835 4,340 4,220 3,237 2,761 3,529 4,100

 トウモロコシ 2,516 2,194 2,627 2,759 2,538 2,286 2,578 2,615
出典：FAOSTAT, Production 2013 
単位：1ha当たりのキログラム（kg/ha）、－：データなし 

 
3）主要穀物の栽培面積と生産量 

ブータンの｢統計年鑑」によると、2010年のブータンは、約142万haの栽培面積で143万t
の穀物を生産し、全穀物の平均単収は1.01t/haであった。ブータンの二大穀物であるコメと

トウモロコシは20県にわたって広範囲に栽培されている。このうちコメは全穀物の栽培面

積の約40％、生産量のほぼ半量の約50％を占めている。 
一方、トウモロコシは栽培面積の約43％、生産量の約40％を占め、この2つの穀物だけで、

全穀物の生産量の約90％を占めている。すなわち、他の穀物であるコムギ、オオムギ、ソ

バ、ミレットは栽培面積の約17％、生産量の約10％を占めるにすぎない。主要穀物の栽培

面積と生産量について、表2-16、及び図2-2と図2-3にまとめた。 
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表２－16 穀物の栽培面積と生産量 

穀物 項目 単位 2008年*1 比率 2010年*2 比率 

コメ 面積 ha 19,356.46 33.3％ 56,375.27 39.7％
 生産量 MT 77,314.40 47.7％ 71,636.64 49.9％

 単収 MT/ha 3.99 － 1.27 －

コムギ 面積 ha 3,188.71 5.5％ 5,566.57 3.9％

 生産量 MT 5,647.34 3.5％ 4,874.29 3.4％
 単収 MT/ha 1.77 － 0.88 －

トウモロコシ 面積 ha 27,226.79 47.0％ 61,475.91 43.3％

 生産量 MT 66,779.81 41.2％ 57,666.25 40.1％
 単収 MT/ha 2.45 － 0.94 －

ソバ 面積 ha 3,437.62 5.9％ 7,503.77 5.3％
 生産量 MT 5,137.54 3.2％ 3,950.48 2.7％

 単収 MT/ha 1.49 － 0.53 －

ミレット 面積 ha 3,519.30 6.1％ 8,453.96 6.0％

 生産量 MT 5,024.04 3.1％ 4,066.31 2.8％
 単収 MT/ha 1.43 － 0.48 －

オオムギ 面積 ha 1,314.31 2.3％ 2,645.05 1.9％

 生産量 MT 2,050.76 1.3％ 1,444.52 1.0％
 単収 MT/ha 1.56 － 0.55 －

穀物の合計 面積 ha 58,043.19 100％ 142,020.53 100％

 生産量 MT 161,953.89 100％ 143,638.49 100％

 単収 MT/ha 2.79 － 1.01 －

出典：*1：RNR Census 2009, Policy and Planning Division、*2：Statistical Yearbook of Bhutan 2012, NSB 
MT：メトリックトン（=1,000kg） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２ 穀物の栽培面積と生産量（2008年） 
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図２－３ 穀物の栽培面積と生産量（2010年） 

 
4）農作物の輸出入 

FAOの統計によると、ブータンの穀物のうち、コメは2004～2011年まで輸出及び輸入され

ている。毎年3,000～5万tが輸入されており、いずれの年も輸出よりも輸入が大幅に超過し

ている。コムギとトウモロコシは輸出量がゼロとなっており、コムギは毎年300～8,000tで、

トウモロコシは毎年15～6,000tが輸入されている。農作物の輸出入量を表2-17にまとめた。 
 

表2-17 農作物の輸出入量 

穀物 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

コメ 輸出量 3 87 96 148 108 73 376 172

 輸入量 19,874 24,739 13,252 7,381 6,218 3,053 52,000 54,679

コムギ 輸出量 0 0 0 0 0 0 0 0

 輸入量 7,972 2,910 300 0 0 0 2,439 16,074

トウモロコシ 輸出量 0 0 0 0 0 0 7 18,745

 輸入量 500 420 200 147 25 15 6,454 9,406

トウガラシ 輸出量 7 7 7 7 7 7 8 0

 輸入量 33 33 33 33 33 33 1,324 1,324

ショウガ 輸出量 600 600 600 600 600 600 1,108 1,108

 輸入量 2 2 2 2 2 2 5 5

リンゴ 輸出量 551 551 551 551 152 152 7,061 5,764

 輸入量 19 19 0 0 0 0 51 51

オレンジ 輸出量 0 0 0 0 0 0 22,484 18,928

 輸入量 0 0 0 0 0 0 31 31
出典：FAOSTAT, Trade 2012 
単位：t（1,000kg）、－：データなし 
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5）穀物の外部依存量と自給率 
FAO（2013年）によると、ブータンは低所得・食糧不足国（Low-Income Food-Deficit 

Countries：LIFDC）に認定されている。66カ国がLIFDCに認定されており、ブータン以外の

南アジアではインド、バングデシュ、ネパール、スリランカなどが認定されている。 
ブータンの食料（穀類、野菜類、果実類、肉類等を含む）の輸入量は輸出量を大幅に超

過しており、ブータンの食料の自給率、輸入依存率及び国内供給率を表2-18と図2-4にまと

めた。 
 

表２－18 食料の自給率、輸入依存率、国内供給率の推移 

 A B C D E 
自給率

％ 
輸入依存率 

％ 
国内供給率

％  生産量

（MT）
輸出量

（MT） 
輸入量

（MT）
D=A-B E=D+C

2008年 356,981 55,370 117,745 301,610 419,355 85 28 72 

2009年 328,504 66,859 132,137 261,645 393,782 83 34 66 

2010年 356,470 54,287 118,205 302,183 420,388 85 28 72 

2011年 453,904 54,566 133,066 399,338 532,404 85 25 75 
出典：Bhutan RNR Statistics 2012, Policy and Planning Division 

食料の自給率：A÷E×100、食料の輸入依存率：C÷E×100、食料の国内供給率：D÷E×100、MT：メトリック

トン（=1,000kg）、D：食料の国内供給量ともいう、E：食料の国内消費量ともいう 

 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４ 食料の自給率、輸入依存率、国内供給率 

 
ブータンの穀類（コメを含む）の自給率、輸入依存率、及び国内供給率を表2-19と図2-5

にまとめた。この表から、穀物の輸入量は輸出量を大幅に超過しており、2008～2011年の

自給率は約60％で推移している。ブータン政府は、「第11次5カ年計画」（2013～2018年）に

おいて、2018年までに穀物自給率を64％から75％に引き上げることを目標にしている。 
 



 

－21－ 

表２－19 穀物の自給率、輸入依存率、国内供給率の推移 

 A B C D E 
自給率

％ 
輸入依存率 

％ 
国内供給率

％  
生産量

（MT）
輸出量 
（MT） 

輸入量

（MT）
D=A-B E=D+C

2008年 166,260 2,295 89,242 163,965 253,207 66 35 65 
2009年 143,396 4,403 95,648 138,993 234,641 61 41 59 
2010年 143,342 3,141 87,085 140,201 227,286 63 38 62 
2011年 182,404 2,694 103,504 179,710 283,214 64 36 63 

出典：Bhutan RNR Statistics 2012, Policy and Planning Division 
穀類の自給率：A÷E×100、穀類の輸入依存率：C÷E×100、穀類の国内供給率：D÷E×100、MT：メトリック

トン（=1,000kg）、D：穀類の国内供給量ともいう、E：穀類の国内消費量ともいう 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－５ 穀物の自給率、輸入依存率、国内供給率 

 
ブータンのコメの自給率、輸入依存率及び国内供給率を表2-20と図2-6にまとめた。コメ

も穀類と同様に、輸入量が輸出量を大幅に超過しており、自給率も約50％で推移している。

MOAFは、「第10次5カ年計」（2008～2013年）期間中に、2013年までにはコメの自給率を55％
まで引き上げることを目標とし、最終的に50％の自給率を達成した。 

 
表２－20 コメの自給率、輸入依存率、国内供給率の推移 

 A B C D E 自給率 輸入依存率 国内供給率

 生産量

（MT）
輸出量

（MT） 
輸入量

（MT）
D=A-B E=D+C ％ ％ ％ 

2008年 74,543 128 74,543 74,415 148,958 50 50 50 

2009年 64,363 170 76,390 64,193 140,583 46 54 46 

2010年 74,300 537 74,300 73,763 148,063 50 50 50 

2011年 78,203 1,777 77,223 76,426 153,649 51 50 50 
出典：Bhutan RNR Statistics 2012, Policy and Planning Division 

コメの自給率：A÷E×100、コメの輸入依存率：C÷E×100、コメの国内供給率：D÷E×100、MT：メトリックト

ン（=1,000kg）、D：コメの国内供給量ともいう、E：コメの国内消費量ともいう 
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図２－６ コメの自給率、輸入依存率、国内供給率 

 
5）農業機械の保有状況 

質問票の回答に基づき、各県における農業機械の保有状況を付属資料6にまとめた。AMC
によると、トラクターや耕耘機などの農業機械は、各県に広く保有されているが、主に2KR
で調達されたものが多いとの説明であった。 

 
 （5）農業セクターの課題 

1）農業用地の不足 
ブータンは山岳国で、急傾斜地や岩だらけの大地が多く、更に標高に起因する植物の生

育限界や森林保全への優先的配慮等を考えれば、農業生産に適した土地は相当に限定され

る。 
表2-10に示したように、ブータンの国土面積は約384万haであり、国土面積の約85％を森

林が占めている。また、農業用地は約52万haしかなく、国土面積の約14％を占めるにすぎ

ない。 
したがって、ブータンの自然環境は、農業用地に適した場所が少なく、その多くが傾斜

地に点在している。大規模な農地開発は、南部や一部の谷などの平地に限られており、そ

の面積も少ない。また、環境保全の国家政策と整合性をとる必要があり、大規模な農地開

発は難しい。 
2）道路網の整備 

ブータンは山岳国のため、道路整備が難しく、いまだに道路の普及率は低い。 
a）道路の分類 

ブータンの国道（National Road）は道路（Motor Road）、農村道（Farm Road）及び耕耘

機道（Power Tiller Track：PTT）に大別されている。道路はAsian Highway、Primary Road、
Secondary Road及びDistrict Roadに区分されており、アスファルト舗装されている。これ

らの道路は、公共事業・定住省（Ministry of Works and Human Settlement：MOWHS）が所

管している。 
b）農村道と耕耘機道 

農村道と耕耘機道は、MOAFの道路局（Department of Road）が所管している。農村道

は5.1mの幅をもち、アスファルト舗装ではなく砂利道である。農村道は耕耘機やトラク
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ターなどの農業機械が主に利用しているが、乗用車、オートバイなどの一般車両も通行

できる。2011年6月現在の農村道の総延長は3,655kmである。耕耘機道は、幅が2mと狭く、

舗装はされていない。小型のトラクターや耕耘機が主に利用しており、オートバイの通

行も可能である。耕耘機道の幅は狭いため、使い勝手が悪く、2～3年前から、耕耘機道

の新たな整備を停止している。現在は、耕耘機道に代って農村道の整備を進めている。 
c）農村道の整備 

農村道は、各県が整備を進めており、計画の立案、建設、維持管理の責任を負ってい

る。MOAFのエンジニアリング局は、各県が進めている農村道の技術支援を行う。技術支

援の主たる内容は、農村道のガイドラインの提示、道路の仕様策定及び訓練（調査、設

計等）などである。 
農村道の整備は、第9次及び第10次5カ年計画下で集中的に進められたが、伝統的に住

居が点在していて、集落形成が少ない同国では、各農村道の整備による社会経済効果が

限定的であり、いまだに高い整備ニーズが存在する。徒歩で1時間以内に道路へアクセス

できる農家は、全国平均で約67％に及び、ついで1～3時間以内に道路へアクセスできる

農家が約15％を超えている。さらに、6時間以上をかけて道路へアクセスできる農家は、

全国平均で、約10％となっている。 
県別では、ガサ県の約65％の農家及びシェムガン県の約55％の農家が道路へのアクセ

スに6時間以上を要する。次いで、ハ県とチュカ県では、道路へのアクセスに6時間以上

を要する農家が約20％となっている。このことは、農業機械などの資機材や農産物の搬

送に係る道路へのアクセスを困難にし、生産性の向上を難しくするとともに、農業生産

のコスト上昇の要因になっている。道路へのアクセス時間を表2-21にまとめた。 
 

表２－21 道路へのアクセス時間 

県名 
アクセス時間 

1時間未満 1～3時間 3～6時間 6時間以上

ブムタン 95.7 4.3 0.0 0.0

チュカ 58.9 13.2 8.3 19.6

ダガナ 70.8 21.4 1.0 7.2

ガサ 34.9 0.0 0.0 65.1

ハ 79.6 0.0 0.0 20.4

ルンツェ 48.6 25.6 20.4 5.7

モンガル 66.0 18.4 9.6 6.0

パロ 98.1 1.9 0.0 0.0

ペマガツェル 48.3 36.1 7.3 8.3

プナカ 83.3 16.3 0.4 0.0

サンドゥルップ・ジョンカール 40.7 30.5 13.0 15.7

サムチ 42.3 27.5 15.3 14.7

サルパン 81.9 3.5 3.4 10.9
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ティンプー 91.4 0.0 0.1 8.5

タシガン 80.0 7.0 4.8 8.3

タシ・ヤンツェ 68.3 17.8 8.3 5.0

トンサ 75.7 7.2 13.5 3.6

チラン 82.4 15.3 1.6 0.4

ワンデュ・ポダン 69.2 20.6 5.8 4.4

シェムガン 33.5 4.6 7.2 54.6

全国平均 67.3 15.6 6.7 10.3
出典：Bhutan RNR Statistics 2012, Policy and Planning Division 
単位：％ 

 
3）困難な市場開発 

上述の道路事情に加えて、傾斜地にある水田、畑作地及び果樹園は市場へのアクセスを

困難にし、輸送費の増大によるコスト上昇を転嫁するため、農作物の販売価格の上昇を余

儀なくさせている。そ結果、市場、特に輸出市場における競争力を低下させている。高い

輸送コストを吸収し得る付加価値の高い農作物でなければ、市場、特に輸出市場の開発が

困難な状況にある。 
したがって、穀物を自給用作物として生産するにとどまるケースが多いとみられる。 

4）労働力の不足 
表2-1から分かるように、農業人口の比率が2008年は約67％であったが、その後、毎年、

減少の傾向にあり、2012年には約60％にまで減少している。農家の子弟の教育機会の拡大

などにより、地方の若年層を中心に、都市への移動が進み、生産地における労働力不足が

顕著になってきている。道路や市場へのアクセスが良好な一部の地域において、農業機械

化や市場化が進んでいる反面、民間企業による農業用地の買収や開発等により、農業用地

も減少傾向にある。 
 
２－２ 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

 （1）貧困の状況 
ブータンの貧困に関しては、 2013 年の国連開発計画（ United Nations Development 

Programme：UNDP）の人間開発報告書（Human Development Report 2013）によると、人間開

発指数（Human Development Index：HDI）は0.538であり、世界187カ国のなかで第140位とな

っている。南アジアの諸国では、第146位にバングラデシュ（0.515）、第157位にネパール（0.458）
が続いている。 

多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index：MPI）はブータンが0.119、バングラデシ

ュが0.292、ネパールが0.350となっている。 
また、ブータンの多次元貧困率は約27％であり、同国の約27％の国民が貧困にあえでいる。

表2-22に貧困状況をまとめた。特にブータンでは、貧困が農村に広がっており、同国の貧困人

口の98.1％が農村部に居住している（出典：ブータン王国貧困プロファイル調査、2010年8月）。 
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表２－22 貧困状況 

区分 インド ブータン ネパール パキスタン スリランカバングラデシュ 日本 

HDI*1 0.554 0.538 0.458 0.515 0.607 0.515 0.912 

HDI順位 第136位 第140位 第157位 第146位 第92位 第146位 第10位 

MPI*2 0.283 0.119 0.350 0.264 0.021 0.292 － 
多次元貧困率
（％） 53.7 27.2 44.2 49.4 5.3 57.8 － 

出典：Human Development Report 2013, UNDP 
*1：長寿で健康な生活、知識へのアクセス、人間らしい生活の水準という3つの基本的な側面に着目して、人間開発の達成度を

まとめて表す指標。比較の便宜を考えて、3分野の達成度の平均を0～1の値で表わしている。数字が大きいほど達成度が高い。
*2：健康、教育、生活水準の面における深刻な貧困の度合いを数値化した指標。MPIは、UNDPの人間開発報告書（Human 
Development Report 2010）のために、オックスフォード大学がUNDPの支援を受けて開発した。これは、人間開発報告書で従来

利用されてきた人間貧困指数に代わる指数である。 

 
 （2）農民分類 

｢農業センサス（RNR Census 2009）｣に基づく、農業用地の農家別所有面積の分布を表2-23
と図2-7にまとめた。この表から、全国平均では、過半数の54.3％の農家が3ac（約1.2ha）以下

の狭い農業用地を所有している。さらに38.8％の農家が3～10ac（1.2～4ha）の農業用地を、そ

して、6.9％の農家が10ac（約4ha）を超える農業用地を所有している。 
3ac以下の農業用地を所有する農家が70％を超える、小規模農家が多い県は6 県（ティンプ

ー、ガサ、ルンツェ、モンガル、タシガン、タシ・ヤンツェ）である。一方で、5ac以上の農

業用地を所有する農家が40％を超える県は5 県（チュカ、サムチ、ダガナ、シェムガン、サ

ルパン）である。 
 

表２－23 農業用地の所有面積と農家分布 

県名 所有農業用地の面積 

 1ac未満 1～3ac 3～5ac 5～10ac 10ac超 

ブムタン 17.2 19.3 13.2 16.7 33.3

チュカ 10.9 27.8 19.3 25.7 16.5

ダガナ 10.0 21.1 25.4 35.1 8.4

ガサ 46.2 38.5 10.8 4.0 1.2

ハ 23.8 40.8 20.5 10.1 4.7

ルンツェ 22.8 49.2 17.4 8.7 1.8

モンガル 19.9 56.4 16.9 5.7 0.9

パロ 21.9 39.9 21.8 13.6 3.5

ペマガツェル 18.5 40.3 18.8 15.4 6.5

プナカ 27.2 42.4 18.8 9.9 1.8

サンドゥルップ・ジョンカール 18.3 23.5 26.7 23.6 7.8

サムチ 17.0 16.4 20.0 31.2 15.1
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サルパン 27.2 11.4 20.0 33.7 7.7

ティンプー 43.3 33.5 11.3 7.5 3.5

タシガン 23.6 46.8 16.0 10.3 3.0

タシ・ヤンツェ 27.9 54.6 12.3 4.2 0.7

トンサ 20.5 42.7 19.2 13.2 4.3

チラン 11.4 24.1 27.3 33.1 4.4

ワンデュ・ポダン 26.3 42.6 18.2 10.8 1.2

シェムガン 8.2 26.4 24.9 30.8 9.7

全国平均 20.3 34.0 19.6 19.2 6.9
出典：RNR Census 2009, Policy and Planning Division 
ac：エーカー（1ac=約0.4ha）、 
単位：％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－７ 農業用地の所有面積と農家分布 

 
表2-22から、全国平均では約20％の農家が1ac（約0.4ha）未満の農業用地を所有しており、

約34％の農家が1～3ac（0.4～1.2ha）の農業用地を所有している。 
ブータンにおいては、貧困農民、小規模農民等の定義は定まっていない。農民が所有する

農地面積から、農民を形式的に分類することは可能である。例えば、農地を所有していない

か、あるいは農地の所有面積が1ac（約0.4ha）以下の農民を貧困農民、農地の所有面積が2ac
（約1ha）以下の農民を小規模農民、農地の所有面積が2～5ac（約0.8～2ha）の農民を中規模

農民、そして、農地の所有面積が5ac（約2ha）以上の農民は大規模農民ということは可能であ

る。 
しかしながら、農地面積の大小により、農民が貧困か裕福かを区別することは困難である。

例えば、2～5acの農地を所有していても、貧困農民であることがあり得る。これは、所有する

農地の状態（平地、傾斜地等）やアクセス（灌漑設備、農道等の整備など）の良し悪し等の

諸条件により、農業収入のばらつきが相当に大きいことに起因する。 
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参考：ブータンにおける農民グループ・組合の現状 
ブータンでは、近年、農民グループや組合の形成が進んでいる。現在、MOFAの農業マーケ

ッティング・組合局（Department of Agricultural Marketing and Cooperatives：DAMC）に登録し

ている農民グループ数は105、組合数は16である。農民グループの内訳は農業が57、畜産業が

41、林業が6、その他が1である。組合の内訳は農業が5、畜産業が8、林業が2、その他が1で
ある。県別の農民グループ数について、表2-24にまとめた。 

 

表２－24 農業セクター別の農民グループ数 

県名 
農業セクター 

合計 
農業 畜産業 林業 その他 

ブムタン 5 1 0 0 6

チュカ 4 3 0 0 7

ダガナ 2 0 0 0 2

ガサ 0 0 0 0 0

ハ 1 3 0 0 4

ルンツェ 1 2 2 0 5

モンガル 13 5 0 0 18

パロ 2 1 0 0 3

ペマガツェル 0 1 1 0 2

プナカ 6 0 0 1 7

サンドルップ・ジョンカール 3 2 1 0 6

サムチ 3 12 1 0 16

サルパン 0 2 0 0 2

ティンプー 2 0 0 0 2

タシガン 7 7 0 0 14

タシ・ヤンツェ 0 0 1 0 1

トンサ 5 0 0 0 5

チラン 1 1 0 0 2

ワンデュ・ポダン 1 0 0 0 1

シェムガン 1 1 0 0 2

全国 57 41 6 1 105
出典：Bhutan RNR Statistics2012, Policy and Planning Division, MOAF 

 
 （3）貧困農民、小規模農民の課題 

ブータンは、山岳国であり、急傾斜地や岩だらけの大地が多く、更に標高に起因する植物

の生育限界、森林保全への優先的配慮等を考えれば、農業生産に適した土地は相当に限定さ
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れる。農家の約50％を占める貧困農民・小規模農家が、現在、抱えている課題は次のとおり

である。 
① 天水に依存する農業のため、農業生産が不安定かつ生産量が低い。 
② 約50％を占める農家が所有する農業用地が約1haと狭く、そのため農作物の収穫量が少な

い。 
③ 農業機械化が遅れており、農業生産性が低い。 
④ 農業生産材を購入する資金が乏しく、農業技術の改善も自力では行えないため、生産性

を向上させる方法がない。 
⑤ 農業技術の改善の指導がいき届かない。 
⑥ 市場へアクセスするための道路が未整備等のため、マーケッティングが弱い。 
⑦ 早期警告システムなど、地滑りなどの自然災害を避けるための方法がない。 

 
２－３ 上位計画〔農業開発計画/貧困削減戦略文書（PRSP）〕 

 （1）国家開発計画 
ブータンの開発政策は、1999年に｢ブータン2020（Bhutan 2020）｣という開発大綱を策定し、

2020年までの長期的な国の方向性を示している。同大綱では、GDPで計られる経済成長だけ

でなく、国民が幸福感をもって暮らせる社会を最終目標とする、国民総幸福（Gross National 
Happiness：GNH）の最大化を開発の基本理念として掲げ、①人間開発、②文化遺産の保護振

興、③持続可能で平等な社会経済開発、④良い統治、及び⑤環境保全の5つを目標としている。 
現在、「ブータン2020」を基に、2013～2018年までの開発指針を記した｢第11次5カ年計画｣

を実施中である。同計画では、｢Self-reliance and inclusive Green Socio-Economic Development｣
を目標に掲げ、16の重要分野を設定している。 

現在は、計画の概要しか公表されていないが、農業セクターの目標として、（a）社会開発

を含む環境に優しい経済、貧困削減、気候変動の持続的管理、及び天然資源の開発利用を掲

げ、これらの目標達成のために、（a）食料・栄養安全保障の強化、（b）持続的な地方農村経

済の強化、（c）再生可能天然資源（Renewable Natural Resources：RNR）セクターの成長加速

化、及び（d）持続的な天然資源の管理と利用を挙げている。このうち、（a）食料・栄養安全

保障の強化では農業機械化による農産物生産性の向上等が謳われている。 
 
 （2）農業開発計画 

上記の国家開発計画に基づき策定された「第11次5カ年計画」では、（a）食料・栄養安全保

障の強化、（b）持続的な地方農村経済の強化、（c）RNRセクターの成長加速化、（d）持続的

な天然資源の管理と利用、という4つの目標を掲げている。同目標をめざし、16の開発プログ

ラムが策定されており、農業機械化はそのうち4つのプログラム16に関係する重要取組事項と

なっている。 
 

                                                        
16 4つのプログラム名は右記のとおり“National Field Crop Commodity Development Program”“Agriculture Infrastructure 

Development Program”“Agriculture Marketing and Cooperatives Development Program”“RNR Research & Extension Services 
Program”。 

 



 

－29－ 

 （3）本計画と上位計画との整合性 
上述の（1）と（2）項により、2013（平成25）年度の2KRの要請品目は、国家開発計画及び

農業開発計画で示された、農業機械化による農産物生産性の向上と軌を一にしており、整合

性が認められる。 
1）農産物生産性の向上 

「第11次5カ年計画」において、穀物の自給率を64％から、2018年までに75％へ引き上げ

ることを目標にしている。ブータンの穀物はコメとトウモロコシの二大穀物のほかに、コ

ムギ、オオムギ、ソバ、ミレットなどが含まれる2013（平成25）年度の2KRの対象作物はコ

メ、トウモロコシ、及びコムギであり、ブータンの主要穀物に位置づけられている。 
したがって、2013（平成25）年度の2KRの対象作物は、ブータンの｢第11次5カ年計画｣の

食料・栄養安全保障の強化における食料と整合性がとれており、妥当性が認められる。 
2）農業機械化 

穀物の自給率を引き上げるためには、穀物の生産量を増やす必要がある。そのために適

期の農作業、栽培面積の確保や拡大に向けて、耕耘機を中心とする農業機械化が必要不可

欠である。2013（平成25）年度の2KRの要請品目は耕耘機を含む農業機械である。農業機械

化は単に農産物生産性の向上のみならず、農作物の付加価値の向上まで、広い範囲をカバ

ーすることが可能である。 
したがって、2013（平成25）年度の2KRの要請品目は、農産物生産性の向上に資するもの

であり、ブータンの｢第11次5カ年発計画｣の食料・栄養安全保障の強化と整合性がとれてお

り、妥当性が認められる。 
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第３章 当該国における貧困農民支援（2KR）の実績、効果及びヒアリング結果 
 
３－１ 実 績 

 （1）概 況 
ブータンへの2KR供与は、1984年度に開始されてから、2012（平成24）年度まで累計24回の

協力が実施された。その間の供与実績は累計で58億4,500万円であり、調達された機材はほと

んどが耕耘機とそれに付属する作業機として、リバーシブルプラウやトレーラー等であった。

わが国のブータンへの2KR供与額（E/N額）の実績を表3-1にまとめた。 
 

表３－１ 2KR供与額の実績 

年度 1987～2000 2001 2002 2004 2006 2007 2008 2010 2012 累計

E/N額（億円） 38.75 4.00 4.00 3.00 2.40 2.10 1.80 1.3 1.1 58.45
出典：ブータン王国平成24、22、及び20年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書 

 
2000（平成12）年以降の調達品目は、ブータン政府が農業機械化に最も効果的だと考えて

いる耕耘機及びその作業機（リバーシブルプラウ、トレーラー）の組み合わせに特化されて

きている。ブータンへの2KRの供与実績を年度別に表3-2にまとめた。 
 

表３－２ 2KR調達品目の実績 

調達品目 

年度  

H12 H13 H14 H16 H18 H19 H20 H22 H24  

2000 2001 2002 2004 2006 2007 2008 2010 2012*1 累計

耕耘機 156 321 330 240 179 141 152 165 152 1,836

リバーシブルプラウ 156 321 330 240 185 147 154 172 28 1,733

トレーラー 156 336 340 240 173 141 152 0 0 1,538

脱穀機 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5
出典：ブータン王国平成24、22、20年度、及び19年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書、ブータン王国平成24、22年度貧

困農民支援（2KR）入札評価報告書（JICS） 
単位：台、 *1：ミニッツの最終要請品目と数量は、耕耘機350台とリバーシブルプラウ360台であった。財団法人日本国際協力

システム（Japan International Cooperation System：JICS）への聞き取り調査の結果、入札図書協議と入札（2013年5月20日に実

施）の結果、リバーシブルプラウの数量よりも、耕耘機の数量を多くしてもらいたいというAMCの強い意向があり、耕耘機と

リバーシブルプラウの数量が異なる。 

 
わが国のブータンへの2KRの近年における実績と概要を表3-3にまとめた。 
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表３－３ 2KR供与の実績と概要 

実施年度 案件名 供与限度額 協力形態 概要 

2012年 
（平成24年）

貧困農民

支援 
1.1 貧困農民

支援 
ブータンの農業はGDPの約17％、労働人口の約6
割を占める基幹産業であり、政府は農業生産性及

び効率化の向上を目的とした農業機械化の進展

を重視している。本件協力は二輪トラクター17等

農業機械を供与した。 
2010年 

（平成22年）

貧困農民

支援 
1.3 無償 ブータンの農業は国民総生産（Gross National 

Product：GNP）の2割、労働人口の8割を占める基

幹産業であり、同国の「第10次5カ年計画」では、

農業生産性と効率化の向上を目的とした農業機

械化の進展を重点分野としており、本件協力は二

輪トラクター等の農業機械を供与した。 
2008年 

（平成20年）

貧困農民

支援 
1.8 無償 ブータンの険しい山岳地帯にある農業用地にお

いて、小回りが利き、丈夫で、かつ操作が簡単な

ため、同国で需要が非常に多い耕耘機を調達する

ための資金をわが国はブータン政府に供与した。

2007年 
（平成19年）

貧困農民

支援 
2.1 無償 ブータンの農業機械化を推進することは困難で

あり、同国内で農業機械を取り扱う民間市場も未

発達であることから、わが国政府は小回りが利

き、丈夫で、かつ操作が簡単なため、同国で需要

が非常に多い耕耘機を調達するための資金をブ

ータン政府に供与した。 
2006年 

（平成18年）

貧困農民

支援 
2.4 無償 わが国政府はブータン政府に対し、農業機械の活

用による農業の生産性の向上や農民の収入増加

を目的として、耕耘機を調達するための資金をブ

ータン政府に供与した。 
2004年 

（平成16年）

 

食糧増産

援助 
3.0 無償 ブータン政府は、農業生産性を向上させるための

農業機械の購入に必要な資金につき、わが国政府

に対し無償資金協力を要請してきた。 
2002年 

（平成14年）

 

食糧増産

援助 
4.0 無償 ブータン政府は、食糧増産体制を強化するため、

農業資機材の導入・普及、及び伝統的農業技術の

改善による農業生産性の向上のための農業用機

械の購入に必要な資金につき、わが国政府に対し

無償資金協力を要請してきた。 
2001年 

（平成13年）

 

食糧増産

援助 
4.0 無償 ブータン政府は、食糧増産体制を強化し、農業資

機材の導入・普及、農業生産性の向上を図るため、

農業用機械の購入に必要な資金につき、わが国政

府に対し無償資金協力を要請してきた。 
出典：外務省ホームページ2013年11月現在 
供与限度額の単位：億円、無償：無償資金協力 

                                                        
17 歩行型トラクターとも言いう。耕耘機と同義。 
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 （2）過去の実施状況及び在庫の確認 
1）実績（過去案件の実施状況） 
① 裨益作物 

過去の2KR（2007～2012年度）の裨益作物は、ブータンの主要穀物であるコメ、トウモロ

コシ及びコムギである。過去の2KRの裨益作物を表3-4にまとめた。 
 

表３－４ 裨益作物 

年度 裨益作物の要請 備考 

2012（平成24年度） コメ、トウモロコシ、コムギ ミニッツにより裨益作物を確認 

2010（平成22年度） コメ、トウモロコシ、コムギ 同上 

2008（平成20年度） コメ、トウモロコシ、コムギ ‐ 

2007（平成19年度） コメ、トウモロコシ、コムギ ‐ 
出典：ブータン王国平成24、22、20、19年度貧困農民支援（2KR）調査報告書 

 
② 裨益対象地域及び裨益グループ 

過去の2KRの裨益対象地域はブータンの全国であり、裨益グループも主要穀物を生産する

農民グループと個人農家である。2KRの裨益対象地域及び裨益グループを表3-5にまとめた。 
 

表３－５ 裨益対象地域と裨益グループ 

年度 裨益対象地域 裨益グループ 

2012（平成24年度） 全国 主要穀物を生産する農民グループと個人農家 

2010（平成22年度） 全国 同上 

2008（平成20年度） 全国 同上 

2007（平成19年度） 全国 同上 
出典：ブータン王国平成24、22、20、19年度貧困農民支援（2KR）調査報告書 

 
③ 最終調達品目、数量、及び調達先（国） 

過去の2KRの調達実績は耕耘機と作業機（リバーシブルプラウやトレーラー）、及びスペ

アパーツが最終調達品目であり、調達先国はいずれも日本である。2KRの最終調達品目、数

量、及び調達先を表3-6にまとめた。 
 

表３－６ 最終調達品目、数量、及び調達先 

年度 最終調達品目と数量 調達先国 備考 
2012（平成24年度） 耕耘機 152台 

耕耘機用スペアパーツ 一式 
リバーシブルプラウ 28台 

日本 
日本 
日本 

ロット番号：-
 

2010（平成22年度） 耕耘機 107台 
耕耘機用スペアパーツ 一式 
リバーシブルプラウ 107台 
リバーシブルプラウ用スペアパーツ 1式

日本 
日本 
日本 
日本 

ロット番号：1



 

－33－ 

 耕耘機 58台 
リバーシブルプラウ 65台 

日本 
日本 

ロット番号：2

2008（平成20年度） 歩行用トラクター 121台 
同上用スペアパーツ 一式 
シングル・リバーシブルプラウ 121台
トレーラー（固定式） 121台 

日本 
日本 
日本 
日本 

ロット番号：-
 

 歩行用トラクター 31台 
同上用スペアパーツ 一式 
シングル・リバーシブルプラウ 33台
トレーラー（固定式） 31台 

日本 
日本 
日本 
日本 

再入札 
同上 
同上 
同上 

2007（平成19年度） 歩行用トラクター 141台 
同上用スペアパーツ 一式 
ボトムプラウ 147台 
トレーラー（固定式） 141台 

日本 
日本 
日本 
日本 

ロット番号：-
 
 

出典：ブータン王国平成24、22年度貧困農民支援（2KR）入札評価報告書（JICS）、及びJICSへの聞き取り調査の結果

に基づく情報 
歩行用トラクターと耕耘機は同義、ボトムプラウとリバーシブルプラウも同義 

 
④ 実施機関 

過去の2KRの実施機関は、MOAF DOA傘下のAMCである。過去の2KRの実施機関を表3-7
にまとめた。 

 
表３－７ 実施機関 

年度 実施機関 

2012（平成24年度） AMC 

2010（平成22年度） AMC 

2008（平成20年度） AMC 

2007（平成19年度） AMC 
出典：ブータン王国平成24、22、20、19年度貧困農民支援

（2KR）調査報告書 

 
2）販売・配布状況 

2000（平成12）年度以降の2KRで調達された、耕耘機セット（耕耘機と作業機の組み合わ

せ）の各県別の販売・配布の数量を表3-8にまとめた。調達された耕耘機は広く20県にわた

って、農民グループ、個人農家及びAMCへ販売・配布されていることが分かる。 
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表３－８ 2KR耕耘機セットの県別の販売状況 

県名 
年度  

2000 2001 2002 2004 2006 2007 2008 2010*2 合計

ティンプー 18 23 30 14 9 7 4 3 108

パロ 30 57 42 19 15 9 8 47 227

ハ 10 20 10 13 9 7 4 4 77

チュカ 0 5 11 10 10 9 8 6 59

サムチ 0 13 11 10 9 7 9 6 65

小計 58 118 104 66 52 39 33 66 536

プナカ 13 52 27 12 8 8 9 5 134

ワンデュ・ポダン 17 39 27 11 15 9 10 4 132

ガサ 0 5 12 10 8 7 3 2 47

チラン 6 1 12 10 8 8 8 6 59

ダガナ 4 3 11 10 7 7 8 6 56

ブムタン 10 34 26 15 12 7 4 4 112

トンサ 9 33 25 13 8 7 4 4 103

シェムガン 5 4 11 11 6 8 6 6 57

サルパン 10 13 27 12 11 8 7 6 94

小計 74 184 178 104 83 69 59 43 794

モンガル 6 7 17 12 8 7 12 12 81

ルンツェ 2 2 4 11 9 7 6 9 50

タシ・ヤンツェ 2 2 3 9 6 7 6 9 44

タシガン 8 3 16 21 8 7 10 11 84

ペマガツェル 6 4 6 9 5 2 8 9 49
サンドゥルップ・ジ

ョンカール 
0 1 2 8 7 3 8 6 35

小計 24 19 48 70 43 33 50 56 343

合計 156 321 330 240 178 141 142 165 1,673
出典：ブータン王国平成22年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2011年）、List of the name for the Power Tiller for 

2KR（2010）、AMC 
単位：台、*2：平成22年度（2010）は耕耘機の販売・配布台数を記載した。 

 
直近の2010（平成22）年度案件では、耕耘機165台及びリバーシブルプラウ172台が調達

されたが、農民への販売・配布は終了し、耕耘機3台及びリバーシブルプラウ3台の代金支

払いに係る銀行処理手続中が残るのみである（2013年10月末には終了予定）。調達した耕耘

機165台の最終販売・配布先を表3-9、図3-1にまとめた。なお、配布先がAMCとなっている

25台は、後述する賃耕サービスのために確保されたものである。 



 

－35－ 

表３－９ 2KRの調達機材の配布先（2010年度分の合計）18 

 農民グループ 個人農家 AMC 合計 

数量 45台 95台 25台 165台 

占有率 27％ 58％ 15％ 100％ 
出典：List of the name for the Power Tiller for 2KR（2010）, AMC 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－１ 2KRの調達機材の配布先の比率 

 
3）販売・配布方法 

過去の2KRで調達された機材は、適切に販売・配布、及び使用されており、MOAFの農業

機械の維持管理体制も十分に整っていることが確認された。なお、2KRの対象農家の選定に

際しては、2010年度より対象農家選定ガイドラインが策定されており、原則、同ガイドラ

インに基づいた選定がなされている。ガイドラインの内容は第４章に詳述する。 
4）活用状況 

過去の2KR調達機材のうち、耕耘機は①土地造り、②農作物や有機肥料あるいは農業資機

材の搬送に使用されることが多く、それ以外では、③灌漑水を汲み上げるポンプの動力源

などにも活用されている。（引用：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）調査準備

報告書） 
5）農民への販売価格 

2KRで調達された農業機械（耕耘機等）の農民及び農民グループへの販売価格について表

3-10にまとめた。この販売価格には、ブータン政府の補助金が6～8割支給されており、表3-10
の販売価格は同補助金を差し引いたものである。AMCの説明によれば、同補助金は、今後

削減が検討されているとのことであった。 

                                                        
18 AMCの説明によると、個人農家は銀行等から借金をして、耕耘機を購入しており、手持ち資金で購入できるほど裕福ではな

いとのことである。また、農民グループは、平均して、4～5人位ぐらいで貧困農民や小規模農民で構成されている。なお、

農家組合からは応募がなかったため、販売・配布実績はない。 
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表３－10 農民への販売価格 

調達品目  2004年度 2006年度 2007年度 2008年度 

耕耘機 Nu 62,400 68,500 75,350 86,653 

リバーシブルプラ

ウ 
Nu 9,600 10,500 11,550 13,282 

トレーラー Nu 30,000 33,000 36,300 41,745 

合計 Nu 102,000 112,000 123,200 141,680 

 日 本

円 
173,400 190,400 209,440 240,856 

出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
6）技術支援の検討結果 

過去の2KRの実績（2007～2012年度）では、ブータン政府の要請書には、2KRのソフト・

コンポーネント制度を活用した訓練等の技術支援の必要性はないと記載されている。概要

を表3-11にまとめた。 
 

表３－11 2KRの技術支援の検討結果 

年度 技術支援 

2012（平成24）年度 2012年度の要請書には、2KRのソフト・コンポーネント制度を活用した

訓練等の技術支援の必要性はないと記載されている。過去の2KRにおい

て、調達された機材の配布・販売・維持管理体制に問題は生じておら

ず、現地調査の結果からも、2KRによる技術支援は不要と判断された。

2010（平成22）年度 AMCではJICAによる農業機械化強化プロジェクトを実施中であり、

2010年度の要請書には、2KRのソフト・コンポーネント制度を活用した

訓練等の技術支援の必要性はないと記載されている。 
2008（平成20）年度 JICAがAMCを対象に、農業機械化強化プロジェクトを実施中であり、

より一層の維持管理体制の向上が期待されることから、2008年度の要

請書には、2KRのソフト・コンポーネント制度を活用した訓練等の技術

支援の必要性はないと記載されている。 
2007（平成19）年度 2007年度の要請書には、2KRのソフト・コンポーネント制度を活用した

訓練等の技術支援の必要性はないと記載されている。これは2KRの農業

機械に対するJICAの技術支援が不要ということではなく、ブータンの

農業機械化強化のため、実施中及び要請中のJICAの技術協力に期待す

るという意味であった。 
出典：ブータン王国平成24、22、20、及び19年度貧困農民支援（2KR）調査報告書 

 
7）見返り資金（CPF）積立・活用状況 

以下のとおり、過去のCPFは、積立義務額まで適切に積み立てられ、小規模農民を裨益対

象としたプロジェクトに活用されていることが確認された。 
① 積立状況 

2013年10月9日現在のCPFの積立実績は、2008（平成20）年度までの案件については、積

立義務額に対して100％以上の積み立てがなされている。（付属資料5） 
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2010（平成22）年度の2KRについては、販売・配布が2013年4月から実施されており、進

捗状況は積立義務額に対して、実績額が96.2％（2013年10月9日現在）となっており、2015
年3月20日までに100％を超える必要がある。代金支払いに係る銀行処理手続中の耕耘機3台
及びリバーシブルプラウ3台の処理が終わると、96.2％の数字が100％に近づくと期待される。 

2012（平成24）年度の2KRについては、2013年5月20日に入札が行われ、2014年2月ごろに

販売・配布を開始する見込である。 
② 活用状況 

2002年以降に実施されているCPF使用プロジェクトは表3-12に示すとおりである。 
ブータンの2KRで積み立てられたCPFは、主にMOAFのDOAが責任をもって管理しており、

農道開発計画や農業機械化計画に活用され、それにより貧困農民や小規模農家の幹線道路

へのアクセスを容易にし、農業関係の施設の能力やサービスの向上等に積極的に活用され

ている。 
なお、これらのプロジェクトは、2008（平成20）年度の2KR以前のものは在インド日本国

大使館、2008年度以降のものはJICAブータン事務所に承認申請され、外務省/JICAの承認を

得たうえで実施されている。 
 

表３－12 CPF使用プロジェクト 

プロジェクト実施期間 プロジェクト名 承認額（Nu） 使用額（Nu） 残額（Nu） 

使途計画 Ⅱ 

2002.7～2009.6 農業機械倉庫建設 4,133,087.00 4,133,087.00 0

2002.7～2008.6 
RNR 施設建設 

（モンガル県ウェンカル郡） 
11,642,634.84 11,642,634.84 0

2002.7～2008.6 農道開発整備 56,602,260.07 56,602,260.07 0

2002.7～2008.6 国立飼育場建設支援（シェムガン県） 4,764,747.75 4,764,747.75 0

2002.7～2008.6 国立乳牛飼育場支援（サムチ県） 6,085,999.76 6,085,999.76 0

2002.7～2008.6 地方生計支援 28,721,270.58 28,721,270.58 0

使途計画 Ⅱの合計 111,950,000.00 111,950,000.00 0

使途計画 Ⅲ 

2002.7～2008.6 畜産開発計画 31,614,278.26 31,614,278.26 0

2002.7～2009.6 農道開発計画 119,908,868.08 119,908,868.08 0

2002.7～2009.6 農業開発・灌漑整備計画 72,255,014.45 72,255,014.45 0

2002.7～2009.6 森林資源・環境計画 33,334,839.21 33,334,839.21 0

使途計画 Ⅲの合計 257,113,000.00 257,113,000.00 0

使途計画 IV 

2010～Jan 農場機械化計画 74,950,000.00 59,947,000 15,003,000.00 

2010～Jan 園芸開発計画 47,600,000.00 26,057,000 21,543,000.00 

2010～Jan 農道開発計画 57,200,000.00 43,754,000 13,446,000.00 

使途計画 IV の合計 179,750,000.00 129,758,000 49,992,000.00 
出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
また、AMCは、今後のCPF使用プロジェクトについて、表3-13に記載したプロジェクトを

MOAFへ提出することを検討している。 
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表３－13 今後のCPF使用プロジェクト 

年度 プロジェクト名 計画額 

2013 小規模灌漑開発計画 10million Nu 

2013 農道、灌漑等の技術者能力強化計画 5million Nu 

 合計 15million Nu 
出所：AMC 

 
8）モニタリング方法・評価結果 

AMCは、2KRで調達された農業機械について販売・配布先リスト19を作成し、これらリス

トを基に、対象農家選定ガイドライン（Guidelines/Criteria for Distribution and Monitoring of 
Power Tillers, 11th August 2010）に沿って、以下のとおりモニタリングが実施されている。

なお、2008（平成20）年度に納入された農業機械から、各郡の農業普及員がモニタリング

結果を書面で報告することを義務づけている20。 
a）郡レベルで農業普及員が耕耘機の配布状況の記録を作成し、維持管理・使用方法を監視

し、県に報告する。 
b）郡の農業普及員は、販売された耕耘機が、許可なく、他の個人農家や郡に配布されない

ように監視する。 
c）郡の農業普及員は、耕耘機の使用状況や所在について、四半期ごとに県の委員会に報告

する。 
d）県耕耘機分配委員会（Dzonglhag Power Tiller Allotment Committee：DPTAC）は、年2回報

告書をAMCに提出する。 
e）AMCは最終的に年次モニタリングレポートとしてまとめる。 

モニタリングレポートは、適宜、JICAブータン事務所へ提出される予定である。 
また、農業普及員によるモニタリングに加え、地域農業機械化センター（Regional 

Agricultural Machinery Center：RAMC）の技術者が、農業機械を購入した農家を定期的に巡

回し、農業機械の整備点検を行う際、合わせてモニタリングが行われている。 
9）不正防止 

2KRの農業機械の販売価格は、①対象年度の2KRの農業機械の単価（落札時）、②農業機

械の市場価格、③補助金の割合を基に、AMCが販売価格案を作成し、MOAFが許可を与え

ている。決定された販売価格は農民へ公表されるため、販売価格の設定手法は、不正が働

かないためのチェック機能を有しているといえる。 
また、2KR農業機械の貧困農民や小規模農民に販売した際に、販売価格等は県の農業事務

官（Dzongkhag Agriculture Officer）や郡の農業普及員（Agriculture Extension Officer）から、

AMCへ文書により報告され、その後、販売価格に相当する金銭がAMCへ入金される。AMC
へ文書により報告された金額と入金額を相互に確認できるため、農民から受け取った金銭

                                                        
19 2004～2008年度の販売・配布先リストには調達機材711台、2010年度のリストには調達機材165台の配布先（農民グループ、

個人農家）と数量が記載されている。 
20 AMCで保管されているモニタリング結果を確認したところ、2KR調達機材の所有者の氏名、居住する県と郡、村の名前が記

載されており、機材の調達年、数量、稼働状況等も一部記載されていた。 
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を郡の農業普及員等が着服することはできない。したがって、農民への販売過程において

も、不正が行われないためのチェック機能が働いている。 
 
３－２ 効 果 

 （1）食糧増産面 
ブータンの主要穀物であるコメ、コムギ、及びトウモロコシの生産量、栽培面積、及び単

収21を表3-14に、生産量を図3-2にまとめた。 
 

表３－14 主要穀物の生産量、栽培面積、単収の推移 

穀物  2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

コメ 生産量 67,982 72,513 74,432 77,391 66,393 71,637 78,730 87,000

 栽培面積 25,276 26,406 27,524 19,356 23,718 22,815 24,123 25,000

 単収 2,690 2,746 2,704 3,998 2,799 3,140 3,264 3,480

コムギ 生産量 11,306 9,100 8,879 5,828 4,481 4,873 6,266 6,000

 栽培面積 8,865 6,750 6,872 3,301 3,118 2,252 2,348 2,800

 単収 1,275 1,348 1,292 1,766 1,437 2,164 2,669 2,143

トウモロコシ 生産量 93,968 80,079 84,729 69,252 61,158 57,663 79,826 69,000

 栽培面積 30,700 30,243 38,824 28,308 28,570 24,879 28,455 30,000

 単収 3,061 2,648 2,182 2,446 2,141 2,318 2,805 2,300
出典：FAOSTAT, Production 2013 
生産量の単位：メトリックトン（=1,000kg）、栽培面積の単位：ha、単収の単位：t/ha 

 
この表から、必ずしも主要穀物が安定的に増産されているといえないが、2005～2012年までの

年ごとの生産量の推移を比較すると、主要穀物のうち、コメの生産量が伸長していることが分か

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－２ 主要穀物の生産量の推移 

                                                        
21 単位面積あ当たりの農作物の収穫量。 
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ブータンへの2KR支援は1984年に援助を開始して以来、ほとんど毎年実施されてきており、

その間に、肥料や農業機械などの供与が行われてきた。2000年以降の供与資機材の内容は、

耕耘機とそれに付属する作業機がほとんどであり、農業の機械化を通じてブータンの食糧増

産を支援しているといえる。 
2KRで調達された耕耘機は、2010年までには1,600台を超える台数が全国で利用されている。

しかしながら、第２章の2-1項（3）の表2-13で記載したとおり、耕起などの土地造りは約90％
がいまだに牛耕により行われており、耕耘機などの農業機械による耕起は約10％にすぎない。 

一方、ブータンの農業生産は、降雨量や気温などの自然条件、栽培技術等の外部要因、施

肥・農薬などの農業機械以外の要因の影響を受けることから、2KR支援による食糧増産効果を

推測することは困難といえる。 
本調査期間中に、2KRで調達された耕耘機の所有者の農民の自宅に伺い、耕耘機の活用状況

について聞き取り調査を行った。その結果、聞き取り調査を行った農民は、いずれも農作物

の増産と収入増加の効果を認めていた。 
このことは、ブータン政府は農業機械化の政策に合わせて、多くの農民に対して、耕耘機

を活用する機会を与える努力を継続しており、2KR支援の耕耘機を活用した農民の農作物の増

産及び収入増加の報告は、援助が十分に効果を発揮していると評価することができる。 
 
 （2）貧困農民、小規模農民支援面 

ブータンの2KRで積み立てられたCPFは、主にMOAFのDOAが責任をもって管理しており、

農村道開発計画や農業機械化計画に活用されている。農村道開発により、貧困農民や小規模

農家の道路へのアクセスを容易にするとともに、農業関係の施設の能力向上やサービスの向

上等に積極的に活用されており、十分な裨益効果を得ている。 
上述のとおり、2KRで調達された耕耘機の所有者の農民からは、耕耘機の活用が農作物の増

産及び収入増加に役立っているとの報告があり、2KR支援がプラスのインパクトを発生させて

いると考えられるので、本件は目に見える成功例として紹介できると評価できる。 
 
３－３ その他農業機械の関連事項 

 （1）賃耕サービス（Hiring System） 
賃耕サービスの供給者は、AMCと農業機械を所有している農民の2とおりに分類される。

AMCは、2009年から、ブータンの南側に位置するサルパン県において、農民の要求に応える

形で賃耕サービスを開始した。サルパン県は平地が多く、コメ作りが盛んな県である。 
2013年からは、プナカ、ワンデュ・ポダン、タシガン、パロ、サムチ、サムドゥルップ・

ジョンカール及びルンツェの7つの県において、賃耕サービスの拡大が図られている。 
賃耕サービスの対象範囲は農作業全般に及ぶ。具体的には、a）土地造り（耕起、整地、代

かき等）、b）作物の植付け（播種、移植）、c）作物の管理（防除、除草等）、d）収穫（脱穀、

精米、搬送等）である。 
賃耕サービスの主な対象者は貧困農民である。サービス費用は、オペレーターが必要な場

合の費用が500Nu/日（8～17時の8時間労働）、耕耘機の土地造り（荒起し等の農作業）の費用

が1,200Nu/acである。耕耘機の能力は0.12ac/時間である。オペレーターと耕耘機の両方が必要

な場合の費用はこれらの合算となる。表3-15に賃耕サービスの費用をまとめた。 
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プナカとワンデュ・ポダンの両県の農民へヒアリングを行ったところ、賃耕サービスの提

供以前は、土地造りを人力、あるいは牛耕22に依存していたため、賃耕サービスの提供に対し

て、良い評判を得ていた。 
 

表３－15 賃耕サービス費用 

農業機械 
オペレーター費用/日/ac サービス費用/日/ac 

農業機械の能力
Nu 日本円 Nu 日本円 

耕耘機 500 880 1,200 2,112 0.12ac/時 

トラクター（50馬力） 500 880 2,100 3,696 0.28ac/時 

トラクター（34馬力） 500 880 1,800 3,168 0.30ac/時 

トラクター（18馬力） 500 880 1,700 2,992 0.20ac/時 

移植機 500 880 700 1,232 0.50ac/時 

刈取機 500 880 900 1,584 0.50ac/時 
出典：AMC 
換算レート：1Nu=1.76円、1日：8時～17時の8時間労働 

 
 （2）農業機械の流通状況 

ブータンでは、トラクター、耕耘機などのエンジンを動力とした農業機械は生産されてお

らず、中国、ベトナム、インドなどから輸入販売されている。主な民間販売企業を表3-16にま

とめた。 
 

表３－16 農業機械の販売業者 

会社名 農業機械の種類 販売実績 備考 

Deki Corporation, Phuentsholing 
所在地：Phuentsholing, Bhutan 
連絡先：Mr. Yeshey Dorji 
電話：05-252344/254390 

インド製のトラク

ターほか 
500台 設立年：1980年

Sonam Wangchuk Drongphen Dealer, Thimphu 
所在地：Near Lungtenphu Helipad Ground, 
Thimphu, Bhutan 
連絡先：Mr. Sonam Wangchuk 
電話：+975-02-340540 

耕耘機、刈り取り機

ほか 
600台*3 設立年：2007年

Samdhen Enterprise 
所在地：Olokha, Thimphu, Bhutan 
連絡先：Mr. Tandin Norbu 
電話：02-333333/333331 

New Holland 製のト

ラクターほか 
20台 2010年からトラ

クターの販売を

開始した 

 

                                                        
22 畜耕とも言いう。特にウシを使った耕起は牛ウシ耕と呼ばれる。 
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Sherub Enterprise 
所在地：Bonday, Paro, Bhutan 
連絡先：－ 
電話：08-271393/271611 

噴霧器ほか － － 

Singye Agencies*1 
所在地：Post Box：336, Joredn Lam, 
Phuentsholing, Bhutan 
連絡先：Mr. Bom Bdr. Ghalay, General Manager
電話：+975-5-254270 
携帯電話：+975-17601136 

クボタ製の耕耘機

ほか 
（2,351台）*2 クボタ製の農業

機械の代理店 

Tashi Group of Companies 
所在地：Phentsholing, Bhutan 
連絡先：－ 
電話：05-252246/252109 

インド製のトラク

ターほか 
－ － 

出所：AMCの情報、及び*1：農業機械メーカーから聞き取り調査の結果に基づく情報 
*2：2KRで調達された耕耘機のアフターセールスサービス業務の対象台数、*3：聞き取り調査の結果、2013年8月までの販

売実績 

 
耕耘機の輸入代理店の一つである、Sonam Wangchuk Drongphen Dealerを訪問し、販売して

いる農業機械の機種や保守サービス等について聞き取り調査を行い、表3-17にまとめた。 
 

表３－17 農業機械の販売業者の追加情報 

# 代理店 概要 

1 Sonam Wangchuk 本社所在地：Near Lungtenphu Helipad Ground, Thimphu, Bhutan 

 Drongphen Dealer, 
Thimphu 

本社施設の構成：農業機械のショールーム、事務所、スペアパーツ倉庫

など。 
従業員：12名。（技士5名、営業7名） 

  創立年：2007年 
取扱製品： 
耕耘機（中国製、ベトナム製ほか）、刈取機（ベトナム製）等の農業機械

をブータンへ輸入して、販売している。 
支店：パロ県とワンデュ・ポダン県に販売事務所がある。 
アフターセールスサービス： 
5名の技士（Technician）が配置されている。農業機械の使用方法の指導、

維持管理、故障修理、スペアパーツの提供などを行っている。農家等の

顧客から連絡を受けて、技士を派遣し、状況の確認、費用の提示、故障

修理やスペアパーツの交換などを行う。本社倉庫にスペアパーツを在庫

しており、顧客の要求に迅速に対応している。保証期間はベトナム製の

耕耘機や刈取機は1年間である。在庫のないスペアパーツは、中国やベト

ナムから輸入している。フィルターなどの重量の軽いスペアパーツを緊

急に納品することが必要な場合、国際宅急便（クーリエサービス）を利

用しており、納期は約3日である。重量の重い場合は船便を使い、納期は

数箇月である。 
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  ベトナム製耕耘機の1台当たりの販売価格は平均して、21万5,000Nu（37
万8,400円）である。刈取機の平均販売価格は、1台当たり11万5,000Nu（20
万2,400円）である。 
その他： 
2012年の耕耘機等の販売実績396台であったが、2013年は、8月までで、

600台に増えた。経済的に可能であれば、1人1台の耕耘機を所有したいと

いう農家の需要は高い、とのことである。中国製の耕耘機は、農民の間

では、重量と大きさ等から使い勝手が良くないという評判があるため、

2013年は中国製の耕耘機を輸入・販売をしていない。主にベトナム製の

耕耘機を個人農家対象に販売している。ただし、ベトナム製の耕耘機も、

日本製と比べて故障することが多く、使い勝手もあまり良くはないとの

ことであった。 
個人農家は、個人で耕耘機を購入できるといっても、経済的に必ずしも

裕福ではない。一般的に、耕耘機を購入する資金はなく、銀行等の金融

機関から融資を受けて購入しているのが実情、とのことである。 
出所：調査団員による、関係者への聞き取り調査の結果に基づく情報 
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第４章 案 件 概 要 
 
４－１ 目標及び期待される効果 

 （1）目 標 
2013（平成25）年度の2KR支援は対象地域をブータン全土とし、主要穀物のコメ、コムギ、

及びトウモロコシを対象作物として、耕耘機などの農業機械を調達するための資金協力であ

る。貧困農民・小規模農民をターゲットグループに選び、農作業のなかで農民にとって重労

働となっている土地造りへの農業機械化の導入と促進をめざしている。これにより、主要穀

物の生産拡大と農家の収入増加を図り、｢第11次5カ年計画｣（2013～2018年）における農業セ

クターの目標である、農業機械化を推進し、食料安全保障に貢献することを目的としている。 
 
 （2）期待される効果 

1）重労働の軽減 
ブータンの総人口のうち、約60％が農業に従事しており、農家の約54％が農業用地1ha以

下の貧困農家・小規模農家である（第２章2-2項（2）参照）。こうした貧困農家・小規模農

家は、人力かウシなどの畜力により農作業を行っており、耕耘機などの農業機械により耕

起を行っている農家は約10％にすぎない。ブータンでは、近年、若者の人口流出が進み、

農家の労働力不足とそれに伴う休耕地の増大が問題となっており、小規模農家を含めた農

家の農業機械への潜在的なニーズは大きいと推測される。 
農作業のなかでも、特に土地造り（耕起や砕土均平作業など）は、人間にとって重労働

であり、作業者の健康を損なうことが多い。耕耘機などの農業機械の使用により、農作業

の負担が軽減され、健康障害を軽減することができる。 
また、農業機械の使用により、農作業の能率（作業幅×作業速度）を高めることもでき

る。農作業の能率化により、耕地面積の拡大、コメなど穀物の植付けの拡大を図り、ひい

ては穀物生産の拡大に貢献できる。 
AMCでは、農業機械化による耕起、移植、除草、収穫、及び脱穀の農作業の改善につい

て、表4-1～4-6にまとめたように、さまざまな実証試験を実施しており、これらの表からも、

農業機械の使用により、農作業の能率向上が図れることを実証している。 
 

表４－１ 耕起の農作業の効率 

単位 鋤 牛耕 耕耘機（12.5HP） トラクター（40HP） 

m2/日 200 1,000 4,000 16,187ac（65,493m2）

Nu/ac 4,000 2,000 1,200 1,000
出典：AMC DOA 

 
表４－２ 移植の農作業の効率 

単位 手植え 田植え機（2条） 

人数/ac 200 0.5

Nu/ac 4,000 2,000
出典：AMC DOA 
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表４－３ 除草の農作業の効率 

単位 手作業 除草機（手押し） 

人数/ac 40 0.5

Nu/ac 8,000 2,000
出典：AMC DOA 

 
表４－４ 収穫の農作業の効率 

単位 手鎌 肩掛けカッター 刈取機 

m2/日 200 300 8,000

Nu/ac 4,000 2,600 1,500
出典：AMC DOA 

 
表４－５ 脱穀の農作業の効率 

単位 叩きつけ 足踏み式脱穀機 動力式脱穀機

kg/時間 20 70 350

Nu/ac 1,250 350 350
出典：AMC DOA 

 
2）労働費の節減 

農作業の機械化は、農作業の能率を高めることにつながり、労働時間の短縮及び労働費

用を節減することができる。また、農作物の生産費用を削減し、価格競争力を高めること

に貢献することができる。 
3）適期作業 

機械化による作業能率の向上により、穀物栽培に適した時期を逃さず、短期間で作業を

終えることが可能となる。その結果、穀物の収量・品質の向上が図られ、生産量の拡大に

も貢献することができる。 
小規模農家は、天水に依存した栽培形態をとるため、田植えの時期や収穫時期が少しで

も遅れると、収穫の多寡に大きな影響を与える。このことから、適期に農作業を行うこと

が極めて重要である。 
4）農家収入の増加 

コメなどの穀物の収量が増加することにより、農業収入が増加する。農作業の機械化を

通して、労働力が節減され、余剰労働力が生じる。この余剰労働力を用いて、更なる農業

経営の合理化を図るなど、生産費用の節減をめざすことが可能になる。また、余剰労働力

を他の仕事や産業にも振り向けることも可能になり、農外収入を増やすとともに、社会全

体の経済発展にも貢献することができる。 
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４－２ 実施機関 

 （1）組 織 
ブータンのMOAFはDOA、森林局、畜産局、調査・道路局などから組織されている。その

なかのDOAが2KRの実施責任機関である。現在、ブータンの2KRに係る要請は、農業機械に限

定されるため、DOA傘下のAMCが実施機関として要請書の具体的な内容を詰め、DOAが取り

まとめたのち、MOFを通じて要請書を日本政府に提出している。AMCの組織図は付属資料3
に示した。 

 
1）農業機械化センター（AMC） 

AMCは、ブータンの西部地域のパロ県に位置し、1983年の設立以来、一貫してブータン

の農業機械化の推進における中心的役割を担ってきた。また、2KRの実施機関として、要請

機材（農業機械）の品目選定、数量選定、価格設定、配布、運用・維持管理、配布後のモ

ニタリング、更にはCPFの回収・積み立て等を所管している。 
AMCは、プログラム・ダイレクター（Programme Director）と呼ばれるセンター長の下に、

各機関が配置されている。その各機関とは、農業機械供給センター（Agriculture Machinery 
Supply Center：AMSC）、農業機械開発センター（Agriculture Machinery Development Center：
AMDC）、農業機械トレーニングセンター（Agriculture Machinery Training Center：AMTC）、
及び検査・品質管理センター（Inspection and Quality Control Center：IQCC）である。 

また、全国にある4カ所の地域農業機械化センターRAMCも、先に挙げた4つのセンターと

同列にAMCの指揮下に配置されている。AMCの概要について、表4-6にまとめた。 
 

表４－６ AMCの概要 

項目 内容 

AMC AMCは食糧自給の実現をめざして1983年に設立された。AMCは5つの目的をも

っている。その内訳は①ブータンの農家に適した農具の開発と革新、②農業技

術の革新、③農家への農業機械の効率的・効果的な配布、④農業技術の改善に

よる農民の能力開発、⑤農業の質と安全性の向上である。 
AMSC AMSCはAMCと同じ敷地内に所在している。主な役割は、ブータンにおける農

業機械の調達と配布、農業機械や器具の種類や数量、スペアパーツなどの農家

の需要調査、農業機械の在庫管理などの業務を行っている。 
AMCで扱うすべての農業機械及び農具の調達と販売、農業機械のスペアパーツ

等の確保と管理、及び販売を行っている。農業機械の農家までの配送は県政府

を通じて行う場合と、4カ所のRAMCを通じて行う場合とがある。 
AMDC AMDCもAMCと同じ敷地内に所在している。主な役割は、農業技術の革新と開

発であり、農業技術の改善に必要な知識の集約を目的として、研究開発も行っ

ている。民間の製造企業への農業機械の設計や図面の提供、それに伴う技術指

導も行っている。 
AMTC AMTCもAMCと同じ敷地内に所在している。主な役割は、新しい農業技術の活

用による農民の能力開発である。AMTCには訓練所が設けられており、1986年
に、わが国の無償資金協力事業により建設された。定期訓練コースとして、農

民に対する農業機械の運転、修理、及び維持管理技術に関する指導が行われる

とともに、個別のニーズに対応した農民グループへの短期訓練も行っている。
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RAMC RAMCは、現在、ブータンの4カ所に設置されている。その内訳はパロ県、ワン

デュ・ポダン県、サルパン県、及びタシガン県である。 
主な業務は農業機械などの据え付け、故障修理や維持管理などのアフターサー

ビスの提供である。2KRの調達機材を中心に、その配布や据え付け、及び運転

指導などを行うほか、スペアパーツの販売、研究開発、及び調査業務などAMC
の業務を補完している。各RAMCには技術者が配置されており、簡易な工作機

械も整備されているので、基本的な故障修理や維持管理は、RAMCで対応でき

る体制が整っている。RAMCで修理が困難な故障の場合には、AMCに持ち込ん

で修理を行う。各RAMCの技術者数とサービス対象県名を表4-8に示す。 
IQCC IQCCは、AMCの指揮下にあり、AMCと同じ敷地内に所在している。わが国が

支援した「農業機械化強化プロジェクト23」の活動から派生したAMCの新たな

部門である。 
主な役割は、品質保証を目的に農業機械などの検査と品質検査の実施、AMCが

販売する農業機械の試験と検査の実施である。近い将来、農業機械や農具の安

全品質基準の制定の推進を図る計画である。 
出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
 （2）人 員 

AMCには107名の職員が勤務している。この数には、技師（Engineer）、技士（Technician）、
機械工（Mechanics）、耕耘機等の運転手（Operator）も含まれており、上述のAMC、AMSC、

AMDC、AMTC、RAMC、及びIQCCの業務を遂行している。 
 
 （3）予 算 

AMCの予算を表4-7にまとめた。表中のスペアパーツは農業機械の修理と維持管理のために

使用されている。なお、ブータンの会計年度は、7月1日～6月30日である。 
 

表４－７ AMCの予算の推移 

科目 項目  2007～2008 2008～2009 2009～2010 2010～2011 2011～2012

総額（Nu） 予算 100万Nu 20.646 13.804 17.895 42.745 59.027 

  1,000円 36,337 24,295 31,495 75,231 103,888 

 支出 100万Nu 14.907 13.299 16.392 39.919 58.336 

  1,000円 26,236 23,406 28,850 70,257 102,671 

人件費 予算 100万Nu 11.031 13.706 14.856 39.009 43.014 

  1,000円 19,415 24,123 26,147 68,656 75,705 

 支出 100万Nu 10.982 13.278 14.390 37.821 42.468 

  1,000円 19,328 23,369 25,326 66,565 74,744 

新規農業機械の購入費 予算 100万Nu 7.615 0 1.555 3.284 12.050 

  1,000円 13,402 0 2,737 5,780 21,208 

 支出 100万Nu 3.142 0 1.492 1.657 12.049 

  1,000円 5,530 0 2,626 2,916 21,206 

                                                        
23 遠隔地へのサービスの普及、簡易農機具の開発能力向上、農業機械の品質管理向上を通じて、AMCの能力向上をめざした技

術協力プロジェクト。協力期間は2008年6月1日～2011年5月31日。 
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スペアパーツ購入費 予算 100万Nu 2.000 0.098 1.484 0.452 3.963 

  1,000円 3,520 172 2,612 796 6,975 

 支出 100万Nu 0.783 0.021 0.510 0.441 3.819 

  1,000円 1,378 37 898 776 6,721 
出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
1）地域農業機械化センター（RAMC） 

RAMCは、ブータンの4カ所に設置されている。その内容について表4-8にまとめた。 
 

表４－８ RAMCの技術者数とサービス対象県名 

所在地 パロ県 ワンデュ・ポダン県 サルパン県 タシガン県 

対象地域 西部地域5県 中部北方地域5県 中部南方地域4県 東部地域6県 

対象県名 パロ、ティンプ

ー、サムチ、チ

ュカ 

プナカ、ワンデュ・

ポダン、ブムタン、

ガサ、トンサ 

サルパン、ダガナ、

チラン、シェムガン

ルンツェ、モンガル、

サンドゥルップ・ジョ

ンカール、タシガン、

タシ・ヤンツェ、ペマ

ガツェル 

技術者数 7名 6名 4名 7名 
出典：ブータン王国平成22年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2011年） 

 
2）農業機械サービスセンター（FMSC） 

農民支援サービスユニット（Farmer Supply Service Unit：FSSU）は、農業機械サービスセ

ンター（Farm Machinery Service Center：FMSC）に名称が変更され、現在、ブータンの8カ
所に設置されている。8カ所のうち3カ所は業務を開始しており、残りの5カ所は設立準備が

進められている。 
FMSCはFSSUの役割をそのまま引き継いでいるものと思われる。具体的には、a）地域の

キーファーマーを、経営及び農業機械などの維持管理と故障修理の技術者として養成する、

b）耕耘機などの農業機械のスペアパーツや消耗品を在庫管理し販売することである。 
FMSCの施設は事務所、部品庫、簡易な工作機械を設備したワークショップなどから構成

されている。表4-9に各FMSCの状況を記載した。 
 

表４－９ FMSCの状況 

# 名称 所在地の県名 内容 

1 Nobding ワンデュ・ポダン 機能している。 

2 Kilikhar モンガル 施設は建設済み。機能している。 

3 Drakteng トンサ 機能を開始した。 

4 Buli シェムガン 
ワークショップ機材は購入済み。キーファーマーの

訓練済み。 

5 Chuzergang サルパン 
施設の建設予定。ワークショップ機材は購入済み。

キーファーマーの訓練済み。 
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6 Yoeseltse パロ 
施設の建設予定。ワークショップ機材は購入済み。

2名のキーファーマーの訓練済み。 

7 Phuntsothang 
サンドゥルップ・

ジョンカール 
施設は建設済み。ワークショップ機材は購入済み。

4名のキーファーマーの訓練済み。 

8 Menbi ルンツェ 土地は確保済み。ワークショップ機材は購入済み。

出所：AMCの情報 

 
４－３ 要請内容及びその妥当性 

 （1）対象作物 
対象作物：コメ、コムギ、及びトウモロコシ（主要穀物） 

ブータンの穀物自給率は64％（2011年）であり、特にコメの自給率は51％を下回っている。

同国の国家開発計画である「第11次5カ年計画」（2013～2018年）では、穀物生産量の増大を

政策目標に掲げている。 
ブータンの｢統計年鑑（Statistical Yearbook of Bhutan 2012）」によると、2010年には、約142

万haの面積で143万tの穀物が生産されており、そのうちコメ、コムギ、及びトウモロコシは広

く20 県にわたって栽培されている。このうちコメは全穀物の栽培面積の約40％、生産量のほ

ぼ半量の約50％を占めている。また、トウモロコシは栽培面積の約43％、生産量の約40％を

占め、この2つの穀物だけで、全穀物の生産量の約90％を占めている。 
以上より、農業機械化の導入と促進により、主要穀物のコメ、コムギ、及びトウモロコシ

の増産を図ることは、国家政策に合致しており、対象作物の設定も妥当である。 
 
 （2）対象地域及びターゲットグループ 

対象地域：全国 
ブータン全県に耕耘機と作業機の要望が存在し、貧困農民と小規模農民も全国に居住して

いる。また、対象作物の生産地も全国に広がっていることからも、今般案件の対象地域をブ

ータンの全国とするMOAFの要請は妥当と判断された。なお、過去の2KR においても調達機

材は広く全国に配布されている。 
 

ターゲットグループ：貧困農民と小規模農民 
ブータンでは、明確な貧困農民、小規模農民等の定義を有していないものの、各県の農業

事務官や郡の農業普及員が、当地の状況にかんがみて貧困農民、小規模農民を把握している。

2KRの農業機械の販売・配布に際しては、それらの情報と対象農家選定ガイドライン（以下、

「ガイドライン」と記す）（付属資料4）を基に、貧困農民・小規模農民が裨益するように、

候補者の優先順位と選定がなされている。優先順位づけの要素には農地面積、貧困率、道路

アクセス、及び労働力等が挙げられる。 
なお、対象農家選定ガイドラインは、2KR調達機材がブータンに到着するたびに、主に調達

機材の農民への販売価格と補助金の割合等を見直している。原則、対象農家を選定するため

のクライテリアには変更はない。2013年度の2KR機材に関しては、同機材がブータンに到着す

ると想定される2015年春ごろに、ガイドラインの策定と販売・配布計画が作成される予定で

ある。 
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 （3）要請品目・要請数量 
1）当初要請 

当初要請の品目と数量は、耕耘機300台とリバーシブルプラウ300台であった。また、ス

ペアパーツは要請書に記載されていなかった。 
2）最終要請 

最終要請はつぎの表4-10に記載した内容であることを確認した。 
 

表４－10 最終要請品目と数量 

No. 品目 品名 数量 希望調達先国 

農機 
耕耘機 
仕様：二輪の歩行型、11馬力以上、水

冷ディーゼルエンジン 
1,450

1 

農機 上記スペアパーツ FOB価格の20％  

農機 
リバーシブルプラウ 
仕様：一段耕、作業耕幅250-300mm 

1,450
2 

農機 上記スペアパーツ FOB価格の5％  

 
日本 

合 計 2,900  

 
特に、スペアパーツは当初要請書に記載がなかったが、これは不要という意味ではなく、

単に記載漏れにすぎないことを確認した。 
3）要請理由 

要請数量が、当初の300台から1,450台に増えた理由は次のとおりである。 
ブータンは、20の県、205の郡、及び1,044の村から構成されている。各村々に、貧困農民

と小規模農民が居住しており、ブータン全県に耕耘機と作業機の要望が存在する。 
現首相は“One Village, One Power Tiller”のスローガンを公約に掲げ、恵まれない地域へ

も耕耘機（Power Tiller）を配布したいという強い意向をもっている。上記のスローガンを

あてはめると、1,044の村に対する要請数量は1,044台になるが、人口が多い村では1村に複

数の要望が存在すること、AMCでは、賃耕サービスのために100台を確保したい意向を有す

ることから、AMCでは、要請数量を合計で1,450台と見込んでいる。 
ブータン全村に耕耘機と作業機の要望が存在し、貧困農民と小規模農民も全国に居住し

ていることから、最終要請数量に関するMOAFの要請は妥当と判断された。 
なお、AMCによると、農民の農業機械に対する需要量は日々変化するため、需要量の正

確な把握は難しいとのことであった24。参考までに、AMCが概算したブータンにおける総需

要量の推定値を記載する。 
・ブータンの可耕地が約18万5,000ac（約7万5,000ha）で、農作物の二毛作を考慮すると、約

30万ac（約12万ha）の土地に対して、耕耘機を使用して土地造りを行うと仮定すると、耕

耘機の1年間当たりの需要量は約1万5,000台と見積もられる。 

                                                        
24 2010（平成22）年度2KR配布時に農業機械の需要量調査を実施しようとしたが、需要量が日々変化しており、正確に把握で

きなかったとのこと。 
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・すなわち、耕耘機1台当たりで、1日平均で約1ac（約0.4ha）の土地造りができる。耕耘機

1台の土地造りに使用可能な期間は、平均して20日間/年である。1ac×1台×20日間=20ac
（約8ha）/台/年、約30万ac÷20ac/台/年=1万5,000台となる。AMCの説明では耕耘機の寿命

は約10年とみている。（日本の農業機械の法定耐用年数は7年である） 
 
 （4）調達先国 

ブータンでは、長年にわたり、2KRにより調達された日本製の耕耘機が広く使用されてきた。

そのため、AMCやRAMCの技術者による修理や維持管理の対象は、日本製の機種に限定され

ており、スペアパーツも日本製がストックされている。したがって、実施機関であるAMCが、

現時点で、十分に対応可能な機種は日本製に限定されており、日本製以外の耕耘機を対象に、

十分な維持管理を行うことは難しいと判断される。 
また、ブータンの農民も、その耐久性や機能等の品質を高く評価し、20年以上にわたる使

用経験に基づき、日本製の耕耘機に強い信頼を寄せている。さらに、ブータンの狭く、かつ

狭く傾斜の多い農業用地で使用する場合は、小回りが利き、かつ軽量な日本製の耕耘機が適

していると考えられる。 
ブータン側からは、少なくとも2013年度2KRで調達する耕耘機、及びリバーシブルプラウに

関しては、上述のとおり、耐久性、機能等の品質を重視し、安価な他国製のものを数多く調

達することよりも、品質面で信頼性のある日本製の農業機械の調達を強く望む旨の要望が出

された。 
これらの事情と要望とにかんがみ、日本を調達先とすることが妥当と判断される。 

 
 （5）スケジュール案 

1）機材の実施計画 
要請品目は、ロータリーティラー付きの耕耘機、及びリバーシブルプラウである。耕耘

機の用途は、リバーシブルプラウを使用した農業用地の耕起・砕土などの圃場準備作業だ

けでなく、トレーラーを付けた農具・農作物・日用品の輸送も想定され、耕耘機の利用時

期は、農繁期だけでなく1年を通してある。参考までに、ブータンの対象作物の栽培スケジ

ュールを図4-1に記載する。 
 

図４－１ 対象作物の栽培スケジュール 

 

 

 

 

 

 

出典：ブータン王国平成24年度貧困農民支援（2KR）準備調査報告書（2012年） 

 
ブータンでは雨期が6～8月であり、土砂崩れなどによる幹線道路の分断も起きて農業機

対象作物 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

コメ（水田）
△

　　○
△

　　 ○
◎ 　　◎

トウモロコシ・
コムギ

（水田/裏作）
◎      ◎

△
　　 ○

△
　　 ○

トウモロコシ・コムギ（畑作）
　 △
　   ○

◎ ◎
　　 △  

○

凡例 耕起・砕土：△   　播種：○  　 収穫：◎ 
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械の配布が困難となることから、調達時期は雨期を避けることが望ましい。よって農民の

引き取り期間を考慮した3月までの現地到着とすることが望ましい。 
2）調達計画 

2013（平成25）年度の2KRで調達される機材は基本方針、機材調達、輸送計画等の工程を

経て、調達業者により実施機関へ納入される。これらを表4-11にまとめた。 
 

表４－11 調達機材の基本方針ほか 

1 基本方針 
 

2013年度の2KRは、ブータンの貧困農民と小規模農民に対して、適切な農

業投入財を用いた、農業生産性の向上による食料安全保障の確立を目的と

している。 
2 機材調達 

 
調達方針： 
2013年度2KRで調達する農業機械は、以下の理由により、日本製が妥当と

判断される。 
ブータンにおいて、長年にわたり、2KRにより調達された日本製の耕耘機

が広く使用されてきた。そのため、AMCやRAMCの技術者たちの修理や

維持管理の対象が、日本製の機種に限定されており、また、スペアパーツ

も日本製のものが供給されている。 
2013年度2KRで調達する耕耘機とリバーシブルプラウについて、耐久性や

機能等の品質を重視し、品質面で信頼性のある日本製の農業機械の調達を

強く望む旨の要望が出された。 
製品検査： 
農業機械の製造工場において、調達機材の品質・形状・外観等の検査を調

達業者が行う。 
出荷前検査： 
輸出梱包に先立ち、調達機材の員数（品目、数量）の確認検査を調達業者

が行う。 
船積み前機材照合検査： 
船積みに先立ち、調達機材の員数（品目、数量）照合検査を第三者検査機

関が行う。 
3 輸送計画 

 
輸送ルート： 
海上輸送ルートは京浜港（あるいは第三国の貿易港）～インドのコルカタ

（kolkata）港。コルカタ港で農業機械の荷揚げを行い、仮通関後、保税輸

送によりブータンの国境のプンツォリン（Phuentsholing）で本通関を行う。

通関後、農業機械をいったんパロのAMCへ搬入する。 
保管： 
AMCは2KRで調達された農業機械を保管する。 
組み立て・調整・試運転・検収・引き渡し： 
農業機械は、調達業者の責任により、組み立て・試運転・調整と検収後、

実施機関へ引き渡される。試運転・調整後、初期操作指導と運用指導（操

作・維持管理・安全対策等）を行う。 
ターゲットグループへの販売・納入： 
ターゲットグループとの販売契約後、農業機械の輸送は3通りがある。①

AMCからターゲットグループへ輸送される場合、②県またはRAMCを通

じて輸送される場合、③県を通じて輸送される場合である。 
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4 全体工程 入札図書業務： 
調達機材に係る入札図書（条件書、機材仕様書等）の作成と承認、入札公

示、図渡し、入札の実施、入札評価、及び業者契約までの一連の業務。 
調達工程： 
調達業者の責任により、農業機械の製造、製品検査、出荷前検査、船積み

前機材照合検査、輸出通関・船積み、海上輸送、ブータン到着後の輸入通

関、内陸輸送、組み立て・調整・試運転・検収・引き渡し等の一連の業務

を行う。 
調達管理： 
農業機械の調達を円滑に遂行するため、調達代理機関が調達工程を管理す

る。 
 

3）全体工程の概略 
調達機材の入札実施後、調達業者（商社）が選定され、調達機材の製作等の調達工程を

経て、最長約23カ月で引き渡しが可能である。表4-12に調達工程をまとめた。耕耘機1,450
台の製作納期は14～17.5カ月を要する。（農業機械メーカーの情報では300台で6カ月、600
台で8カ月、900台で10カ月、1,200台で12カ月、1,450台で14カ月の納期とのこと） 

 
表４－12 調達工程 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：機材メーカー、及び海運貨物取扱業者からの聞き取り調査の結果に基づく情報 
注意：期間は通算月 

 
4）調達機材の検査 

a）製品検査 
農業機械メーカーの製作工場において、メーカーは調達機材の型式、形状、及び性能

検査等を行う。検査結果は製品検査報告書等にまとめられる。調達業者の検査要員が契

約書機材リストのメーカー名や型式等と製品検査報告書等との照合を行う。 
b）出荷前検査 

調達機材の製品検査後、輸出梱包に先立ち、調達業者の検査要員は調達機材の員数（品

名、数量）と契約書機材リストとの確認を行う。 
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c）船積み前機材照合検査 
本邦調達機材に関しては、調達機材が工場から出荷され、輸出のための保税倉庫に搬

入された時点で第三者検査機関による船積み前機材照合検査を実施する。照合の方法は

①契約書機材リストと船積み書類のうち梱包明細書（Packing List）との照合、②船積み

書類のうち、送り状（Invoice）とPacking List等の記載内容と調達機材との照合である。

照合した結果、内容に相違がなければ、第三者検査機関から検査証（Certificate）と報告

書が発行される。また、第三国調達品の場合、調達国にて船積み前機材照合検査を実施

する。 
 
 （5）本邦調達機材のブータンへの輸出 

本邦調達機材の場合、始発地の日本での輸出通関が必要となる。 
1）輸出許可1 

日本から輸出される貨物は、国際的な平和と安全を維持するために、外国為替、外国貿

易法、及び輸出貿易管理令2の輸出規制を受ける。規制内容等はつぎの表4-13にまとめた。 
 

表４－13 日本の輸出規制 

内容 主管官庁 該当法令 

輸出承認書3 経済産業省 外国為替及び外国貿易法第48条第1項 

輸出貿易管理令 経済産業省 別表第1条、及び第2条 

補完的輸出規制（キャッチオール規制）4 経済産業省 輸出貿易管理令の別表第1条の第16項 

 
補足説明： 
1 貨物を輸出する場合、輸出者はその貨物を保税地域へ搬入後、その保税地域を管轄する税

関に対して、輸出申告を行う。税関は貨物に対して必要な審査と検査を行い、輸出者に対

して輸出許可を与える。また、輸出貿易管理令2に特定されている貨物を輸出する場合に

は、あらかじめ経済産業省大臣の輸出承認を受ける必要がある。輸出申請が認められ発給

される承認書を輸出承認書3という。 
2 外為法に基づき、日本の輸出貿易に係る規定を実施するために制定された政令。特に輸出

の許可・承認に関する必要な事項が定められている。 
3 貿易管理令に特定されている貨物を輸出する場合、あらかじめ経済産業省大臣の承認を受

ける必要があり、申請が認められ発給される書類を輸出承認書という。 
4 規制対象貨物をあらかじめ特定することなく、懸念があれば｢すべての輸出される貨物ま

たは提供される技術等が規制対象になる｣規制をいう。2002年から導入された。 
 

2）輸出梱包 
本邦調達機材は、海上輸送と内陸輸送に適した輸出梱包を施したのち、ダメージ・盗難

防止、及び天候による劣化等を防止するため、原則として、コンテナに機材を収めて輸送

することを推奨する。農業機械は、通常、枠組みすかし木箱梱包（すかし梱包、クレート

梱包ともいう）で出荷される。 
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3）輸送手段 
調達機材の輸出には、貨物船等の船舶による海上輸送が一般的である。調達機材は農業

機械メーカーの所在地から、東京港や横浜港等からの船積みが想定される。日本からイン

ドのコルカタ港まで海上輸送を行い、コルカタ港で調達機材の仮通関を行い、ブータンへ

向けてトラックにより保税輸送される。 
4）海上輸送ルートと所要日数 

a）海上輸送ルート 
日本を出港した調達機材は海上輸送され、インドのコルカタ港での荷揚げが一般的で

ある。コルカタ港で調達機材の仮通関を行い、ブータンへ向けてトラックによる保税輸

送される。インドとブータンの国境近くのチュカ県のプンツォリンで調達機材の輸入通

関を行う。コルカタ港からプンツォリンまではトラックによるコンテナ輸送とし、プン

ツォリンでの輸入通関後、コンテナから輸出梱包を取り出し、トラックに調達機材を積

み替えて内陸輸送を経て、パロに所在する実施機関のAMCへ輸送する方法が考えられる。 
b）海上輸送の所要日数 

日本の東京港、横浜港、名古屋港、神戸港等からコルカタ港へは定期船が就航してい

る。東京港や横浜港からコルカタ港への定期船の就航頻度は、毎週約3船以上を配船して

いる。コルカタ港への配船について、船種、所要日数、及び運行している船舶会社をつ

ぎの表4-14にまとめた。 
 

表４－14 日本～インドのコルカタ港向け配船 

出港 荷揚港 船種  所要日数 おもな船舶会社 

東京 コルカタ コンテナ船 定期船 約19～32日 MCC Transport、MOL、NYK、OLほか

横浜 コルカタ コンテナ船 定期船 約19～38日 Maersk Line、MCC Transport、MOLほか

名古屋 コルカタ コンテナ船 定期船 約19～39日 MCC Transport、MOL、NYK、OLほか

大阪 コルカタ コンテナ船 定期船 約21～22日 MOLほか 

神戸 コルカタ コンテナ船 定期船 約18～40日 Maersk Line、MOL、NYK、Sinotransほか

出所：Shipping Gazette 2013年9月2日号/9月16日号 
MOL：商船三井、NYK：日本郵船、OL：Orient Overseas Container Line、Sinotrans：中国外運長航集団有限公司 

 
日本からコルカタ港までの海上輸送と仮通関、保税輸送、内陸輸送等について、想定さ

れる所要日数をつぎの表4-15に示した。 
 

表４－15 通関、海上輸送、内陸輸送の所要日数 

出発・到着国 内容 所要日数 備考 

日本 輸出通関 2～3日間 東京港、横浜港、名古屋港、神戸港ほか 

 海上輸送 18～40日間 東京港、横浜港、名古屋港、神戸港ほか→コルカタ港 
インド 仮通関 2～3日間 本船到着後にコルカタ港で輸入申告を行い、輸入許可書等

の書類が整っていれば、輸入仮通関の許可がおりる。税関

検査が想定されるため、税関検査後、再梱包が必要となる。

 保税輸送 14～17日間 コルカタ港→ブータンのプンツォリン 
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ブータン 輸入通関 2～3日間 免税の許可がおりている場合、調達機材の到着後にプンツ

ォリンで輸入申告を行い、免税申請書類や輸入許可書等の

書類が整っていれば、約2～3日で輸入通関が完了する。 
 内陸輸送 1～2日間 AMCのパロへの輸送 

 合計 39～68日間  
出所：Shipping Gazette 2013年9月2日号/9月16日号、海運貨物取扱業者の聞き取り調査の結果に基づく情報 

 
 （6）調整・試運転 

調達機材の調整後に試運転を行う。調達機材のメーカー等の専門技術者等をブータンへ派

遣し、同技術者による調整・試運転を行う。運転内容はメーカー標準として、技術者の人数

と派遣日数は、運転内容に応じた実施計画に従う。 
  
 （7）初期操作指導 

調達機材の調整・試運転実施後に、AMCに対して初期操作指導を行う。指導内容はメーカ

ー標準として、技術者の人数と派遣日数は、指導内容に応じた実施計画に従う。 
 
 （8）運用指導 

調達機材の初期操作指導後に、技術的側面からの具体的な利用手法、保守管理手法等を総

合した運用指導を行う。指導内容はメーカー標準として、技術者の人数と派遣日数は、指導

内容に応じた実施計画に従う。 
 
 （9）検収・引き渡し 

調達機材の現地到着後、調達業者（商社）とブータン側により、農業機械の検収を行う。

検収内容は、すべての農業機械に対しての数量、外観、動作確認、付属品、及び予備品の確

認となる。 
 
４－４ 実施体制及びその妥当性 

 （1）実施体制 
2013（平成25）年度の2KRの農業機械は、過去の2KRと変更はなく、AMCが実施機関とな

り、AMC内のAMSCが農業機械の販売・輸送・保管の責任をもつ。過去の実績からも同体制

に問題は生じておらず、農業機械の配布・販売体制については、妥当性が認められる。 
 
 （2）販売・配布方法・活用計画 

1）販売価格の妥当性 
販売価格は、①2013（平成25）年度の2KRの農業機械の単価、②農業機械の市場価格、③

補助金の割合に基づき、AMCが販売価格案を作成し、MOAFが許可を与える。①について

は、2KRの業者入札を経て決定される。②は、AMC が農業機械の価格を市場調査して得る。

③については、現時点では未定である。 
上述の3つの要素のなかでも、特に農業機械の市場価格が加味されており、ブータン国内

の農業機械の市場価格を乱さない配慮がなされている。したがって、2013（平成25）年度

の2KRの農業機械に係る販売価格の設定に妥当性が認められる。 
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2）販売・配布方法とその監理体制の透明性、妥当性 
過去の2KRより変更はなく、次のような配布・販売方法を採用する計画である。過去の実

績からも同方法に問題は生じておらず、妥当性が認められる。 
① 配布・販売方法 

2KRで調達された農業機械は、いったんパロにあるAMCに集められ、保管される。AMC
内のAMSCが農業機械の販売・輸送・保管の責任をもつ。 
② 販売契約後の農業機械の輸送 

販売契約後の農業機械の輸送は、a）AMCからターゲットグループに輸送される場合、b）
県またはRAMC を通じて輸送される場合、c）県を通じて輸送される場合の3通りがある。 

農民グループと個人農家に販売する場合、農業機械の受け渡しは、県の農業普及員等が

購入者（農民グループあるいは個人農家）から前金を徴収したあとで行われる。残金の支

払いはローンなどを活用して、農業機械の受け渡し後に行われる。農業機械は、補助金に

より販売価格が安価に設定されているが、輸送費についても補助があり、購入者の至近道

路の末端まで無償で配布される。農業機械の配布・販売・輸送経路を図4-2に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

：農業機械の販売・配布・輸送 
：農業機械の要望 

図４－２ 農業機械の配布・販売・輸送経路 

 
3）配布・販売方法と設定された裨益対象の整合性 

MOAF DOAは、2KR農機に関して、対象農家選定のガイドライン（Guidelines/Criteria for 
Distribution and Monitoring of Power Tillers, 11th August 2010）を定めている。2013（平成25）
年度の2KRに係るガイドラインは未決定であるが、原則、2010（平成20）年度の2KRと同様

の基準で配布されるため、ここでは、2010年度の2KR農機に関する対象農家選定ガイドライ

ンの内容を詳述する。 
 

＜対象農家選定ガイドライン＞ 
ターゲットグループの農民グループと個人農家に裨益するため、農業機械の販売にあた

っては、以下の5種類の対象に対して優先権を与えて農業機械を販売する。優先権はa）が

第1位、b）が第2位、c）が第3位の順で与えられる。d）とe）については優先権の順位は示

されていない。 
a）農民グループ：DOAの販売協同組合（Marketing Cooperatives）への登録が完了してお

り、かつ農業生産や開発計画をもっている。農民グループを構成して
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いる農民は2ac（約0.8ha）以上の土地をもっていること。 
b）農民グループ：DOAの販売協同組合へ新規に登録が行われ、構成する農民は2ac（約

0.8ha）以上の土地をもっていること。 
c）個人農家：2.5ac（約1ha）以上の土地をもっていること。 
d）女性の個人農家：女性が世帯主で男性の働き手がいない場合、優先権が与えられる。 
e）農道建設を受けた農民：新たな農道建設により、郡や地域へのアクセスが可能となる

農民グループ、または個人農家にも優先権が与えられる。 
 

上記ガイドラインには、農地面積の基準を設けているが、これは、農業機械の効果的な

使用には一定の農業用地の面積が必要であることに起因する。ただし、農民グループを形

成した場合には面積基準を緩和するとともに、女性の個人農家に優先権を与えている。 
また、ブータンでは、所有する農地の状態（平地、傾斜地等）やアクセス（灌漑設備、

農道等の整備など）の良し悪し等の諸条件により、農業収入のばらつきが相当に大きく、

農地面積の大小により、農民が貧困か裕福かを区別することは困難である。そのため、各

県の農業事務官や郡の農業普及員は、日々の巡回等により貧困農民・小規模農民を把握し

ている。 
よって、上記ガイドラインを基準としつつも、対象農家の選定に際しては、農業事務官

や普及員からの情報も取り入れ、貧困農民・小規模農民に裨益するように実態に基づいた

優先順位がつけられている。 
以上により、ターゲットグループの設定方法には、貧困農民・小規模農民を裨益対象と

する2KRとの整合性が認められる。今次の2KR調達機材では、小規模農民がより対象となり

やすい農民グループの優先的な購入、及び、農業機械を購入できない貧困農民・小規模農

民に裨益する賃耕サービスへの積極的な活用をミニッツで合意しており、これら対象層へ

の裨益効果は更に高まると想定される。 
 

 （3）技術支援の必要性 
当案件の要請書には、2KRのソフト・コンポーネント制度を活用した訓練等の技術支援の

必要はないと記載されている。また、過去の2KRでは、調達された機材の配布・販売・維持

管理体制に問題は生じておらず、現地調査の結果からも、2KRによる技術支援は不要と判断

される。 
 

 （4）他ドナー・技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 
1）技術協力プロジェクトとの連携 

実施機関（MOAF DOA）をカウンターパートとして、技術協力プロジェクト｢園芸作物研

究開発・普及支援プロジェクト｣（協力期間：2010年3月21日～2015年3月20日）｣が東部6県
（モンガル、ルンツェ、タシ・ヤンツェ、ペマガツェル、タシガン、及びサンドゥルップ・

ジョンカール）で実施中である。同プロジェクトでは、2KRで調達された農業機械の配布や

CPFを活用した園芸分野の活動実施により、生産性の向上や農民の収入増加が期待されてお

り、有機的な連携の可能性が期待できる。 
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2）他ドナー・非政府組織（NGO）等との連携 
AMCへの聞き取り調査の結果、わが国を除き、農業機械の供与等により、ブータンの農

業機械化を直接的に推進している他のドナー機関、または非政府組織（民間公益団体）

（Non-Governmental Organizations：NGO）の存在はみられなかった。 
 
（5）見返り資金（CPF）の管理体制 

1）実施システム 
① 積立システム 

ブータンのCPF積立体制（図4-3参照）は、2010（平成22）年度2KRより変更のないこと

が確認された。なお、CPFはブータン国営銀行（Bhutan National BankもしくはBank of Bhutan）
内のMOAF名義の口座に積み立てる予定である。 

2KR資機材購入代金の支払い方法は、直接支払いとローン支払いの2通りがある。直接支

払いの場合は、購入者である農民が代金を指定口座（CPF積立口座）に直接振り込みを行う。 
一方、ローン支払いの場合は、ブータン開発銀行（Bhutan Development Bank：BDB）25の

ローンを利用して代金を支払う。ローンの金額は、上限が購入機材総額の60％に定められ

ており、少なくとも40％は自己資金で賄う必要がある。ローン条件は、返済期間は1～3年
間、利子については、個人農家の場合は年利12～13％程度、農民グループの場合は10％と

差がある。返済が滞った場合は、現物担保の農業機械を差し押さえることもある。 
ローンの提供機関として、BDBは大きな役割を担っているが、利息が高いとの理由から、

購入農家の3割程度は同社のローンには頼らず、土地を売って代金支払いに充てるか、また

は親類縁者からの借金により農業機械を購入し、数年をかけて貸主に返済する方法を取っ

ている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ CPF積立体制 

                                                        
25 ブータン開発金融公社から2011年に改名された。 
 



 

－60－ 

② 責任機関 
MOAFがCPF積立責任機関である。 

2）見返り資金（CPF）の積立・活用状況 
CPFの積立実績（2013年10月9日現在）を付属資料5に示した。また、CPFプロジェクトへ

の活用状況は、第3章の3-1項（2）の7）のとおりである。 
過去のCPFは、積立義務額まで適切に積み立てられ、小規模農民を裨益対象としたプロジ

ェクトに活用されていることが確認されており、現在の監理体制は妥当と判断される。 
 
 （6）モニタリング・評価体制 

2012年度の2KRのモニタリング・評価体制〔第3章の3-1項（2）の8）に詳述〕より、一部を

除き変更のないことが確認された。今回の変更箇所は、ブータン側が評価モニタリングチー

ムを結成し、農機配布の効果（単収の増加、農作業の効率化、生産量の増加、収入の向上、

貧困の改善等）に関するレポートを3年間行うことがミニッツにて合意された。 
 
 （7）広 報 

ブータンにおいて、2KRは農業機械化政策推進の観点から、国家的に重要な位置づけがなさ

れており、E/N署名や資機材引き渡し時のみならず、MOAFやAMCのホームページ、新聞、ラ

ジオ、テレビ、パンフレット等を通じて幅広く広報活動が行われている。2010（平成22）年

度と2012（平成24）年度の2KRの交換公文（E/N）や贈与契約（G/A）の署名を新聞、ラジオ、

及びテレビを通じて広報活動が行われた。 
一方、CPFプロジェクトに関しては、｢ブータン政府はCPFプロジェクトの現場の写真や概

略を取りまとめた小冊子を作成するとともに、及びホームページにも掲載している。 
 
 （8）不正防止 

2KRの農業機械の販売価格の設定方法、販売額と口座への入金額の確認方法は、第3章の3-1
項（2）の9）に示すとおりであり、不正が行われないためのチェック機能を有している。こ

れらの方法は、今次2KRにおいても変更のないことが確認された。 
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第５章 結論と課題 
 
５－１ 結 論 

 （1）要請の背景 
ブータンでは、農業はGDPの約15.7％、農業人口は総人口の60.2％を占める基幹産業である

が、主要食用作物の生産量は国内需要を満たしておらず、コメについては自給率が約50％に

とどまっている。また、国全体が険しい山岳地帯のため、農業用地は国土面積の約13％しか

なく、農家1戸当たりの農地は極めて規模が小さく（農家の54％が農地面積1.2ha以下）、農産

物の生産効率も悪い。 
 
 （2）農業の機械化 

上記背景の下、食料自給率を改善しつつ、農民の所得改善を図るための一つの方策として、

機械化により農作業の効率を改善し、貧困農民・小規模農民の生計向上、食糧増産、及び生

産性向上を図ることが挙げられる。同国では農家の9割が牛耕で土地造り（耕起、整地等）を

行っており、機械化の余地は大きい。 
 
 （3）わが国の貧困農民支援（2KR）支援の意義 

今回の要請は、前回2012（平成24）年度と同様、ブータンの主要穀物であるコメ、コムギ、

及びトウモロコシを対象作物とし、同穀物を生産する農民グループ/個人農家に対して、耕耘

機（ロータリーティラー付）、リバーシブルプラウ、及びそのスペアパーツの調達に係る資金

要請であり、このような状況のなかで、農業機械調達によるわが国の2KR支援の意義は大きい。 
 
 （4）実施体制 

2KR実施体制について、MOAF、特にAMCによるこれまでの2KR支援の実施状況は極めて良

好であり、本件実施において特段の問題は見受けられない。将来的には、政府やわが国の支

援に頼らない、農業機械化の促進が期待されるが、現時点において、高品質の農業機械を貧

困農民・小規模農民へ供給するという役割を担っているAMCの役割は依然大きいものと思料

される。 
 
５－２ 団長所感 

2013年7月に、ブータン史上2度目の下院選挙が実施され、政権が交代した。選挙は平穏に実施

され、特段の混乱は見られなかった。前政権の支持者の落胆は伝えられたが、国民の多くは政権

交代を受入れ、新政権の「新しさ」に期待が高まっている。 
新政権は、前政権時代の日本の協力に対し評価、感謝しており、政権交代による日本の援助へ

の影響はみられない。 
続いて、「第11次5カ年計画」が2013年9月に国会で承認された。2012年3月（前政権時）にGNH

委員会から出された「第11年次5カ年計画策定ガイドライン」と比較すると、5カ年計画の目標で

ある「自立し、包括的かつ環境にやさしい社会経済開発」のなかの「自立」について、ガイドラ

インでは「第11年次5カ年計画期間中にODAなしに国家開発需要に応えられるようにする」と記載

されていたが、今国会で承認されたものは「2020年までに国家開発需要に応えられるようにする」
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に書き換えられている。「自立」の目標が2018年から2020年に変更になったことと、「ODAなしに」

という文言が削除されたことが大きな変更点である。これは、ガイドライン策定以降にルピー危

機（資本財、消費財のインドからの輸入の増加に伴い、ルピー貨不足に陥っている現象）が発生

し、今般公表された5カ年計画ではそれが反映されたからであると推定され、引き続きブータンの

援助需要が高いことが改めて明らかになった。 
「第11次5カ年計画」は現時点では概要のみが公表されているが、地方行政の強化のため、地方

政府に車両や耕耘機などの共有資産を整備することが記載されている。なお、新政権を担う人民

民主党の選挙公約にはすべての村に最低1台の耕耘機を整備することが記載されている。また、十

分な自己資金を有さない農民が、耕耘機などを購入できるための農民向けローンスキームの導入

が記載されており、5カ年計画においても「農業分野におけるローンアクセスの改善」が明記され

ている。 
これらから判断し、政府が農業機械化に重点を置いており、貧困農民支援が政府の政策に合致

したものであることは明確である。 
貧困農民への裨益については、既述のとおりであり、対象農家選定ガイドラインを策定のうえ、

貧困農民・小規模農民が裨益する体制を構築している。政府が標榜する「1農村最低1台の耕耘機」

は、耕耘機を購入することが困難な農民も耕耘機による恩恵を受けられるよう、より広い地域で

耕耘機を整備することをめざしたものであり、貧困農民支援の目的に合致したものと考えられる。 
既述のとおり、これまでの貧困農民支援は、配布・販売、活用、技術支援、CPFの積み立てにつ

いてはおおむね問題なく実施されている。加えて、日本製の耕耘機の品質が高いことから、ブー

タン政府や国民から高く評価されており、日本のブータン支援を象徴するものとして、2度にわた

りブータンの切手の絵柄になっている。また、AMCに対するボランティアを含む技術協力により、

機材の維持管理体制が構築されていることや、CPFが技術協力プロジェクトの研修施設建設に使用

されるといった技術協力との連携により、日本の農業分野の他の協力との相乗効果が生じている。 
耕耘機が牽引するトレーラーについては、AMCの指導によりブータン国内の中小企業での生産

を開始しており、今回の調査においても要請はなされず、自助努力による調達が定着したものと

思われる。 
かかる状況から2013年度の貧困農民支援実施は妥当性があるものと判断される。 

 
５－３ 課題/提言 

ブータンへの2KRによる機材調達は、1984年度の開始から2012（平成24）年度まで、ほぼ毎年継

続して実施されてきた。過去の2KRの調達機材は適切に配布・使用されており、MOAFの維持管理

体制も十分整っていることが確認されている。ブータンの｢第11次5カ年計画｣に掲げられている食

料安全保障と農業機械化の更なる進展に向けて、以下の内容を提言する。 
 
 （1）貧困農民への裨益把握 

過去の2KRの調達機材に関し、個人農家、農家グループへの配布台数は把握できているが、

個々の農家の詳細プロファイルは不明であるため、貧困農民への裨益を定量的に把握するの

であれば、各県に配置されている農業事務官や農業普及員等に対して新たな調査が必要であ

る。 
また、AMCが2009年から始めた賃耕サービスについても、対象者は貧困農民となっている
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が、貧困農民への裨益を定量的に把握するには、賃耕サービスの内容や料金、支払い状況、

及び実績数等をより詳細に調べる必要がある。 
なお、今回の2KR準備調査では、ブータン側が評価モニタリングチームを結成し、農機配布

の効果（単収の増加、農作業の効率化、生産量の増加、収入の向上、貧困の改善等）に関す

るレポートを3年間行うことがミニッツにて合意されている。 
 
 （2）不正防止 

DOAとAMCは、2013年度の2KRにおいて、不正行為が発生しないように、引き続き不正防

止に努めるべきである。 
 
 （3）2013（平成25）年度の貧困農民支援（2KR）調達機材 

希望調達先国が日本とのことだが、調達先国ではなく原産国を調達条件とすべきではない

かと思われ、調達代理機関に調達条件を引き継ぐ必要がある。 
 
 （4）農業機械の維持管理 

耕耘機等の農業機械の維持管理、及び故障修理の対応策として、以下のことを提言する。 
1）農業機械化センター（AMC）と地域農業機械化センター（RAMC）のワークショップの

整備 
AMCとRAMCのワークショップでは、耕耘機などの農業機械が農民から持ち込まれて、維

持管理や故障修理が行われているが、工作機械や工具類が不十分な状況にある。そのため、

これらの整備と充実が望まれる。工作機械としてはエアーコンプレッサー（タイヤへの空気

の充填）、溶接機、旋盤、フライス盤、ボール盤など、工具類としては、作業工具（ドライ

バー、ペンチ等）、電動工具（電気ドリル、グラインダー等）などが挙げられる。 
2）農業機械の日常点検と清掃 

農業機械を適切に活用し、良好な状態を維持するためには、日常点検と使用後の清掃が重

要である。日常点検は取扱説明書を読解することを基本とし、けがや事故を防ぐためにも、

農業機械のエンジン及び電源を切ったあとに行う。また、給油は火気のない状態で行い、指

定された燃料を使用する。耕耘機の具体的な点検項目としてはエンジン、ファンベルト、エ

ンジンオイル、ハンドル、ブレーキ、クラッチ、タイヤなどが挙げられる。日常点検にあた

っては、日常点検表を準備し、耕耘機の保守点検に活用することも良い方法である。 
3）農業機械の定期点検整備 

農業機械の性能や信頼性を維持し、未然に故障などのトラブルを防ぐために、1回/年以上

の頻度で、AMC/RAMC、あるいは代理店の専門技術者による定期点検整備を受けることを

推奨する。 
4）取扱説明書 

取扱説明書の配布部数はMOAFのDOA、農業機械の維持管理の責任を負っているAMC、

RAMC、及びFMSCに対して、農業機械の全機種の取扱説明書の一式、また、販売先の農民

グループや個人農家に対して、機種ごとに1部は必要である。取扱説明書の紛失等が想定さ

れることから、紛失した場合は、すぐにAMCから取扱説明書のコピーを送付できる体制を整

備すべきと考える。 
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